
 

学 生 便 覧 
 

大学院医工農学総合教育部 
 

修士課程：生命医科学専攻 
 

博士課程：人間環境医工学専攻 

(生体環境学コース) 

先進医療科学専攻 

生体制御学専攻 
 

 

 

 

2017 

平成 29年度 

 

 



学 生 便 覧 目 次 

 

 

◎ 学則・細則等 

 

【共通】 

01．山梨大学大学院学則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

02．山梨大学学位細則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 

3．山梨大学英文学位記交付要領・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４ 

04．山梨大学大学院研究生細則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５ 

05．山梨大学大学院特別研究学生交流細則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 

06．山梨大学外国人留学生細則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 

07．山梨大学大学院医工農学総合教育部ＧＰＡ制度に関する要項・・・・・・・・・・・・ ３１ 

08．山梨大学大学院医工農学総合教育部細則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３４ 

 

【修士課程 生命医科学専攻】 

  9．山梨大学大学院医工農学総合教育部修士課程生命医科学専攻履修要項・・・・・・・・ ５２ 

 10．山梨大学大学院医工農学総合教育部修士課程生命医科学専攻学位論文審査要項・・・・ ５３ 

 11．山梨大学大学院医工農学総合教育部修士課程生命医科学専攻及び 

修士課程看護学専攻長期履修学生制度細則・・・ ５６ 

 

【博士課程 人間環境医工学専攻生体環境学コース】 

 12．山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程医学工学融合領域学位論文審査要項・・・ ６０ 

 13．山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程医学工学融合領域 

人間環境医工学専攻生体環境学コース学位審査実施要領・・・ ６６ 

 14．山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程人間環境医工学専攻 

生体環境学コース長期履修学生制度細則・・・ ６９ 

 

【博士課程 先進医療科学専攻・生体制御学専攻】 

 15．山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程医学領域学位論文審査要項・・・・・・・ ７３ 

 16．山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程医学領域学位審査実施要領・・・・・・・ ７８ 

 17．山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程医学領域 

先進医療科学専攻・生体制御学専攻長期履修学生制度細則・・・ ７９ 

 



 

1 

１ 山梨大学大学院学則 
制定 平成１６年 ４月 １日 

改正 平成１７年 ４月 １日 

 平成１７年１２月 １日 

平成１９年 ４月 １日 

平成２０年 １月２３日 

平成２０年 ３月１９日 

平成２１年 ３月１８日 

平成２１年１０月３０日 

平成２４年 ７月２５日 

平成２６年 ９月２９日 

平成２６年１１月２８日 

平成２６年１２月２４日 

平成２７年１１月２６日 

平成２８年１１月２９日 

 

第１節 総則 

（目的及び使命） 

第１条 山梨大学大学院（以下「大学院」という。）は、学術の理論及びその応用を教授研究

することを目的とし、学術研究を創造的に推進する優れた研究者並びに高度で専門的な知

識と能力を有する職業人を育成することを使命とする。 

２ 教育学研究科修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究

能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うことを目的とする。 

３ 医工農学総合教育部博士課程は、研究者として自立して研究活動を行うに必要な深い学

識と高度な研究能力及び豊かな人間性を備えた優れた研究者の育成を目的とする。 

４ 医工農学総合教育部修士課程は、広い視野に立って、精深な学識を授け、専攻分野にお

ける理論と応用の研究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うこ

とを目的とする。 

５ 教育学研究科教職大学院の課程は、地域の学校の課題に即した学校改善・授業改善の構

想力・実践力を育成するとともに、教育に関する高度の実践的専門性と教育実践を具体的

な場で創成しリードする力を育成することを目的とする。 

 

（研究科、教育部） 

第２条 大学院に次の研究科、教育部、課程及び専攻を置く。 

教育学研究科 

修士課程 

教育支援科学専攻 

教科教育専攻 

  教職大学院の課程 

    教育実践創成専攻 

医工農学総合教育部 

博士課程 

４年博士課程 

先進医療科学専攻 

生体制御学専攻 

３年博士課程 

ヒューマンヘルスケア学専攻 

人間環境医工学専攻 

機能材料システム工学専攻 

情報機能システム工学専攻 

環境社会創生工学専攻 
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修士課程 

生命医科学専攻 

看護学専攻 

工学専攻 

生命環境学専攻 

２ 前項の研究科、教育部及び各専攻ごとの人材養成上の目的、及び教育目標は、別表第１

のとおりとする。 

 

（研究部） 

第３条 大学院に総合研究部を置く。 

 

（定員等） 

第４条 大学院の入学定員及び収容定員は、別表第２のとおりとする。 

 

第２節 学年、学期及び休業日 

（学年） 

第５条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

（学期） 

第６条 学年を次の２学期に分ける。 

前期 ４月１日から９月３０日まで 

後期 １０月１日から翌年３月３１日まで 

 

（休業日） 

第７条 学年中の定期休業日は、次のとおりとする。 

(1) 日曜日 

(2) 土曜日 

(3) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

(4) 開学記念日（１０月１日） 

２ 春季休業、夏季休業及び冬季休業については、別に定める。 

３ 臨時の休業日については、その都度定める。 

 

第３節 入学 

（入学の時期） 

第８条 入学の時期は、学年の始めとする。ただし、後期の始めに入学させることができる。 

 

（修士課程の入学資格） 

第９条 修士課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第８３条に定める大学（以下「大学」という。）

を卒業した者 

(2) 学校教育法第１０４条第４項の規定により学士の学位を授与された者 

(3) 外国において、学校教育における１６年の課程を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当

該外国の学校教育における１６年の課程を修了した者 

(5) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１６

年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課

程を修了した者 

(6) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該

外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるも

のとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が３年以上であ
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る課程を修了すること（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国にお

いて履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度において

位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修了すること

を含む。）により、学士の学位に相当する学位を授与された者 

(7) 文部科学大臣の指定した者 

(8) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める

基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める

日以後に修了した者 

(9) 大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における１５年の課程を修了し、

所定の単位を優れた成績をもって修得したものと大学院において認めた者 

(10)大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力が

あると認めた者で、２２歳に達したもの 

 

 （教職大学院の課程の入学資格） 

第９条の２ 教職大学院の課程に入学することのできる者は、教育職員免許法（昭和２４年

法律第１４７号）に定める免許状（一種）を有し、かつ前条各号のいずれかに該当する者

とする。 

 

（４年博士課程の入学資格） 

第１０条 ４年博士課程に入学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 大学の医学部医学科を卒業した者 

(2) 大学の歯学部を卒業した者 

(3) 大学における修業年限６年の獣医学又は薬学を履修する課程を修了した者 

(4) 外国において学校教育における１８年の課程（最終の課程は、医学、歯学、獣医学又

は薬学）を修了した者 

(5) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当

該外国の学校教育における１８年の課程（最終の課程は、医学、歯学、獣医学又は薬学

を履修する課程に限る。）を修了した者 

(6) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１８

年の課程（最終の課程は医学、歯学、獣医学又は薬学）を修了したとされるものに限る。）

を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、

文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

(7) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該

外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるも

のとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が５年（医学、

歯学、獣医学又は薬学に限る）以上である課程を修了すること（当該外国の学校が行う

通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該課程を修了するこ

と及び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって前号の指定を

受けたものにおいて課程を修了することを含む。）により、学士の学位に相当する学位を

授与された者 

(8) 文部科学大臣の指定した者 

(9) 大学（医学、歯学、獣医学又は薬学を履修する課程に限る。）に４年以上在学し、又は

外国において学校教育における１６年の課程（医学、歯学、獣医学又は薬学を履修する

課程に限る。）を修了し、大学院の定める単位を優秀な成績で修得したと認めた者 

(10)外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当

該外国の学校教育における１６年の課程（医学、歯学、獣医学又は薬学を履修する課程

に限る。）を修了し、大学院の定める単位を優秀な成績で修得したと認めた者 

(11)我が国において、外国の大学の１６年の課程（医学、歯学、獣医学又は薬学を履修す

る課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程

を修了し、大学院の定める単位を優秀な成績で修得したと認めた者 
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(12)学校教育法第１０２条第２項の規定により大学院に入学した者であって、大学院にお

いて、大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めた者 

(13)大学院において、個別の入学資格審査により、大学の医学部医学科を卒業した者と同

等以上の学力があると認めた者で、２４歳に達したもの 

 

（３年博士課程の入学資格） 

第１１条 ３年博士課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 修士の学位又は学校教育法第１０４条第１項に規定する専門職大学院の課程を修了し

た者に授与される文部科学大臣の定める学位（以下この条において「「専門職学位」とい

う。）を有する者 

(2) 外国において、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位又

は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(4) 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程

を修了し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(5) 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法（昭

和５１年法律第７２号）第１条第２項に規定する１９７２年１２月１１日の国際連合決

議に基づき設立された国際連合大学（以下「国際連合大学」という。）の課程を修了し、

修士の学位に相当する学位を授与された者 

(6) 外国の学校、第４号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し、

大学院設置基準第１６条の２に規定する試験及び審査に相当するものに合格し、修士の

学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者  

(7) 文部科学大臣の指定した者 

(8) 大学院において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有する者

と同等以上の学力があると認めた者で、２４歳に達したもの 

 

（入学出願の手続） 

第１２条 入学志願者は、所定の手続により、願い出なければならない。 

 

（入学者の選考） 

第１３条 入学志願者については、選考の上、当該研究科委員会、又は教育部教授会の意見

を聴いて、学長が合格者を決定する。 

２ 入学者の選考に関する必要な事項は、別に定める。 

 

（入学手続及び入学許可） 

第１４条 前条の選考に合格した者は、所定の期日までに、入学宣誓書その他指定の書類を

提出するとともに、入学料を納入しなければならない。ただし、入学料の免除及び徴収猶

予を願い出た者の入学料の納入については、この限りでない。 

２ 学長は、前項の入学手続を終えた者に対し、入学を許可する。 

 

（再入学） 

第１５条 大学院を退学した者、又は第３６条第５号の規定により除籍された者が、再入学

を願い出たときは、選考の上、学期の始めに入学を許可することがある。ただし、懲戒に

よる退学者の再入学は認めない。 

 

（転入学） 

第１６条 他の大学院の学生で、大学院に転入学を志願する者については、選考の上、入学

を許可することがある。 

２ 前項の規定により、転入学を志願する者は、現に在籍する大学院の研究科長、教育部長

又は学長の許可証を提出しなければならない。 



 

5 

 

（転専攻等） 

第１７条 大学院（教職大学院の課程を除く。）の学生で、他の専攻及びそれに設置されるコ

ースへ転専攻、転コースを志願する者については、当該研究科委員会、又は教育部教授会

の意見を聴いて、許可することがある。 

２ 前項に関する必要な事項は、別に定める。 

 

第４節 標準修業年限及び在学年限 

（標準修業年限） 

第１８条 修士課程及び教職大学院の課程の標準修業年限は、２年とする。 

２ ４年博士課程の標準修業年限は、４年とする。 

３ ３年博士課程の標準修業年限は、３年とする。 

 

（在学年限） 

第１９条 修士課程及び教職大学院の課程には、４年を超えて在学することができない。 

２ ４年博士課程には８年を超えて在学することができない。 

３ ３年博士課程には６年を超えて在学することができない。 

４ 転入学、再入学又は転専攻を許可された者の在学年限は、所属研究科委員会、又は教育

部教授会の意見を聴いて、学長が決定する。 

 

（長期履修学生） 

第１９条の２ 大学院（教職大学院の課程を除く。）において、職業を有している等の事情に

より、標準修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し卒業すること

を希望する者に対しては、教育研究に支障がない場合に限り、長期履修学生としてその計

画的な履修を認めることがある。 

２ 長期履修学生の標準修業年限及び在学年限等必要な事項は、第１８条及び第１９条の規

定にかかわらず、別に定める。 

 

第５節 教育課程及び履修方法等 

（教育課程の編成方針等） 

第２０条 大学院（教職大学院の課程を除く。）の教育は、その教育上の目的を達成するため

に必要な授業科目を開設するとともに、学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」

という。）の計画を策定し、体系的に教育課程を編成するものとする。 

２ 教職大学院の課程は、その教育上の目的を達成するため必要な授業科目を開設し、体系的に

教育課程を編成するものとする。 

３ 教育課程の編成に当たっては、大学院は、専攻分野に関する高度の専門知識及び能力を

修得させるとともに、当該専攻分野に関する基礎的素養を涵養するよう適切に配慮するも

のとする。 

４ 教育学研究科の授業科目、単位数及び履修方法は、山梨大学大学院教育学研究科規則（以

下「教育学研究科規則」という。）の定めるところによる。 

５ 医工農学総合教育部の授業科目、単位数及び履修方法は、山梨大学大学院医工農学総合

教育部細則（以下「教育部細則」という。）の定めるところによる。 

 

 （単位の計算基準） 

第２０条の２ １単位の授業科目に必要な学修の時間及び計算基準については、山梨大学学

則第２４条を準用する。 

２ 一の授業科目について、講義・演習・実験・実習又は実技のうち二以上の方法の併用に

より行う場合の単位数を計算するときは、その組合せに応じ、前項により準用する規程を

考慮した時間の授業をもって１単位とする。 

３ 前項に関し必要な事項は、別に定める。 
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 （成績評価の基準等） 

第２０条の３ 教育学研究科及び医工農学総合教育部は、学生に対して授業及び研究指導の

方法及び内容並びに一年間の授業及び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 

２ 教育学研究科及び医工農学総合教育部は、学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修

了の認定に当たっては、客観性及び厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあら

かじめ明示するとともに、当該基準に従って適切に行うものとする。 

３ 前項に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（教育方法の特例） 

第２１条 教育上特別の必要があると認められる場合には、夜間その他特定の時間又は時期

において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことができる。 

 

（他の研究科又は教育部における授業科目の履修） 

第２２条 大学院（教職大学院の課程を除く。）が教育上有益と認めるときは、学生が大学院

の定めるところにより他の研究科又は教育部において履修した授業科目について修得した

単位を、当該研究科又は教育部における授業科目の履修により修得したものとみなすこと

ができる。 

２ 前項に関する必要な事項は、教育学研究科規則又は教育部細則の定めるところによる。 

 

（他の大学院における授業科目の履修） 

第２３条 大学院（教職大学院の課程を除く。）が教育上有益と認めるときは、学生が大学院

の定めるところにより他の大学院（外国の大学院及び国際連合大学の教育課程を含む。）に

おいて履修した授業科目について修得した単位を、大学院における授業科目の履修により

修得したものとみなすことができる。 

２ 前項に関する必要な事項は、教育学研究科規則又は教育部細則の定めるところによる。 

 

（他の大学院等における研究指導） 

第２４条 大学院（教職大学院の課程を除く。）が教育上有益と認めるときは、学生が他の大

学院又は研究所等において、必要な研究指導を受けることを認めることができる。 

２ 前項に関する必要な事項は、教育学研究科規則又は教育部細則の定めるところによる。 

 

（転専攻前の専攻で修得した授業科目の単位） 

第２５条 大学院（教職大学院の課程を除く。）が教育上有益と認めるときは、転専攻を許可

された学生が転専攻前の専攻において履修した授業科目について修得した単位を、転専攻

後の専攻における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項に関する必要な事項は、別に定める。 

 

（入学前の既修得単位の認定） 

第２６条 大学院（教職大学院の課程を除く。）が教育上有益と認めるときは、学生が大学院

に入学する前に大学院又は他の大学院（外国の大学院及び国際連合大学の教育課程を含

む。）において履修した授業科目について修得した単位（大学院設置基準（昭和４９年文部

省令第２８号）第１５条に定める科目等履修生として修得した単位を含む。）を、大学院に

入学した後の大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項に関する必要な事項は、教育学研究科規則又は教育部細則の定めるところによる。 

 

（単位修得の認定等） 

第２７条 各授業科目の単位修得の認定は、試験、研究報告又はその他の審査により行う。 

２ 前項に関する必要な事項は、教育学研究科規則又は教育部細則の定めるところによる。 

 

（教育職員の免許状） 

第２８条 教育職員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法（昭
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和２４年法律第１４７号）及び教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）

に定める所要の単位を修得しなければならない。 

２ 本学の大学院において前項の所要資格を取得できる教育職員の免許状の種類は、教育学

研究科規則又は教育部細則の定めるところによる。 

 

（教育方法等に関するその他の事項） 

第２９条 第２０条から第２８条に定めるもののほか、教育方法等に関する必要な事項は、

別に定める。 

 

第６節 留学、休学、復学、転学、退学及び除籍 

（留学） 

第３０条 学生が他の大学院等で修学しようとするときは、所定の手続を経て留学すること

ができる。 

２ 前項の規定により留学した期間は、第１８条及び第１９条の期間に算入する。ただし、

休学によって他の大学院等で学修したものは、第３７条、第３８条及び第３９条に規定す

る課程の修了要件とはならない。 

 

（休学） 

第３１条 学生が、病気その他特別の理由により２月以上修学することができないときは、

所定の手続を経て、休学することができる。 

２ 病気等の理由により修学することが適当でないと認められる者に対しては、所定の手続

を経て学長は、期間を定めて休学を命ずることができる。 

 

（休学の期間） 

第３２条 休学の期間は、１年以内とする。ただし、特別の事情がある場合には、通算して、

修士課程にあっては２年、４年博士課程にあっては４年、３年博士課程にあっては３年ま

で休学を許可することがある。 

２ 休学した期間は、第１９条、第３７条、第３８条及び第３９条の期間に算入しない。 

 

（復学） 

第３３条 学生が休学期間中にその理由が消滅し、復学しようとするときは、所定の手続を

経て、学長に願い出て、復学することができる。 

 

（転学） 

第３４条 学生が、他の大学院に転学しようとするときは、所定の手続を経て、学長に願い

出て、許可を受けなければならない。 

 

（退学） 

第３５条 学生が、退学しようとするときは、所定の手続を経て、学長に願い出て、許可を

受けなければならない。 

 

（除籍） 

第３６条 学生が次の各号のいずれかに該当するときは、所定の手続を経て、学長は当該学

生を除籍する。 

(1) 修士課程及び教職大学院の課程に４年在学して、なお第３７条に規定する課程修了の

要件を満たすことができない者 

(2) ３年博士課程に６年在学して、なお第３９条に規定する課程修了の要件を満たすこと

ができない者 

(3) ４年博士課程に８年在学して、なお第３８条に規定する課程修了の要件を満たすこと

ができない者 

(4) 第３２条第１項の期間を超えて、なお修学できない者 
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(5) 入学料の免除又は徴収猶予の申請をした者のうち、不許可になった者又は半額免除が

許可になった者及び徴収猶予が許可された者で、所定の期日までに入学料を納入しない

者 

(6) 授業料の納入を怠り、督促してもなお納入しない者 

(7) 長期間にわたり行方不明の者 

 

第７節 課程の修了要件及び学位の授与 

（修士課程の修了要件） 

第３７条 修士課程の修了の要件は、当該課程に２年以上在学し、教育学研究科規則又は教

育部細則で定める授業科目について３０単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受け

た上、当該修士課程の目的に応じ、修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査

及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた

者については、当該課程に１年以上在学すれば足りるものとする。 

 

（教職大学院の課程の修了要件） 

第３７条の２ 教職大学院の課程の修了要件は、当該課程に２年以上在学し、４６単位以上

（実習１０単位を含む。）を修得することとする。 

 

（博士論文研究基礎力審査による修了） 

第３７条の３ 大学院設置基準第４条第４項の規定により修士課程として取り扱うものとす

る課程の修了要件は、当該博士課程の目的を達成するために必要と認められる場合には、

第３７条に規定する大学院の行う修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及

び最終試験に合格することに代えて、大学院が行う次に掲げる試験及び審査（この条にお

いて「博士論文研究基礎力審査」という。）に合格することとすることができる。 

(1) 専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力並びに当該専攻分野に関連する分野の基

礎的素養であって当該過程において修得し、又は涵養すべきものについての試験 

(2) 博士論文に係る研究を主体的に遂行するために必要な能力であって当該課程において

修得すべきものについての審査 

２ 前項に関する必要な事項は、別に定める。 

 

（４年博士課程の修了要件） 

第３８条 ４年博士課程の修了の要件は、当該課程に４年以上在学し、教育部細則に定める

授業科目について３０単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の

審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績

を上げた者については、当該課程に３年以上在学すれば足りるものとする。 

 

（３年博士課程の修了要件） 

第３９条 ３年博士課程の修了の要件は、当該課程に３年以上在学し、教育部細則で定める

授業科目について、ヒューマンヘルスケア学専攻においては１６単位以上、他の専攻にお

いては１４単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最

終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者

については、当該課程に１年以上在学すれば足りるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第３７条第１項ただし書の規定による在学期間をもって修士

課程を修了した者の３年博士課程の修了要件については、前項ただし書中「１年」とある

のは「２年」と読み替えて、同項の規定を適用する。 

 

 （教職大学院の課程に係る連携協力校） 

第３９条の２ 教職大学院の課程は、第３７条の２に規定する実習その他当該課程の教育上

の目的を達成するために、連携協力校を確保するものとする。 

 

（学位の授与等） 
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第４０条 修士課程の修了を認定された者に対して、修士の学位を授与する。 

２ 教職大学院の課程の修了を認定された者に対して、教職修士（専門職）の学位を授与す

る。 

３ 博士課程の修了を認定された者に対して、博士の学位を授与する。 

４ 前項に定める者のほか、博士の学位は、博士課程を経ない者であっても、本学に博士の

学位の授与を申請し、博士論文を提出してその審査に合格し、かつ、当該課程を修了した

者と同等以上の学力があると確認された者にも授与する。 

５ 学位論文の審査及び最終試験の方法、その他学位に関し必要な事項は、山梨大学学位細

則の定めるところによる。 

 

第８節 賞罰 

（表彰） 

第４１条 学生として表彰に価する行為があった場合は、学長が表彰することがある。 

 

（懲戒） 

第４２条 大学院の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為をした者は、所属研

究科委員会又は教育部教授会の意見を聴いて、学長が懲戒する。 

２ 前項の懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。 

３ 前項の退学は、次の各号の一に該当する者に対して行う。 

(1) 性行不良で改善の見込みのないと認められる者 

(2) 正当な理由がなくて出席常でない者 

(3) 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者 

４ 停学の期間は、第１８条に規定する修業年限には算入せず、第１９条に規定する在学年

限には算入する。 

 

第９節 研究生等 

（研究生） 

第４３条 大学院（教職大学院の課程を除く。）において特定の専門事項について研究するこ

とを志願する者に対しては、教育研究に支障のない場合に限り、選考の上、研究生として

入学を許可することがある。 

２ 研究生に関する必要な事項は、別に定める。 

 

（科目等履修生） 

第４４条 大学院（教職大学院の課程を除く。）において一又は複数の授業科目の履修を志願

する者に対しては、教育研究に支障がない場合に限り、選考の上、科目等履修生として入

学を許可することがある。 

２ 科目等履修生に関する必要な事項は、別に定める。 

 

（特別研究学生） 

第４５条 他の大学院（外国の大学院を含む。）の学生で、大学院（教職大学院の課程を除く。）

において特定の研究課題について研究指導を受けることを志願する者に対しては、当該大

学院との協議に基づき、特別研究学生として入学を許可することがある。 

２ 特別研究学生に関する必要な事項は、別に定める。 

 

（特別聴講学生） 

第４６条 他の大学院（外国の大学院を含む。）の学生で、大学院（教職大学院の課程を除く。）

において特定の授業科目の履修を志願する者に対しては、当該大学院との協議に基づき、

特別聴講学生として入学を許可することがある。 

２ 特別聴講学生に関する必要な事項は、別に定める。 

 

（外国人留学生） 
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第４７条 日本の大学において教育を受ける目的をもって入国した外国人で、大学院（教職

大学院の課程を除く。）に学生として入学を志願する者があるときは、特別に選考の上、外

国人留学生として入学を許可することがある。 

２ 日本の大学において教育を受ける目的をもって入国した外国人で、大学院（教職大学院

の課程を除く。）に研究生、科目等履修生、特別研究学生又は特別聴講学生として入学を志

願する者があるときは、教育研究に支障がない場合に限り、選考の上、外国人留学生とし

て入学を許可することがある。 

３ 外国人留学生に関する必要な事項は、別に定める。 

 

第１０節 その他 

（検定料、入学料及び授業料） 

第４８条 検定料、入学料及び授業料に関する規程は、別に定める。 

 

（改正） 

第４９条 この学則の改正については、教育研究評議会において、出席した委員の過半数の

賛成を必要とする。 

 

附 則 

１ この学則は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 山梨大学大学院学則（平成７年４月１日制定）、山梨医科大学大学院規則（昭和６１年４

月１日制定）及び山梨大学大学院学則（平成１４年１０月１日制定）は、廃止する。 

３ 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）附則第１７条の規定に基づき、山梨大学

大学院及び山梨医科大学大学院を修了するために必要であった教育課程の履修を本大学院

において行う者に係る教育課程の履修その他当該学生の教育に関し必要な事項は、別に定

める。 

   附 則 

この学則は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この学則は、平成１７年１２月１日から施行し、平成１７年９月９日から適用する。 

附 則 

この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２０年１月２３日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

 ２ 前項の規程にかかわらず、物質・生命工学専攻及び当該教育課程は、施行日前に在学

する者が在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

 ３ 物質生命・工学専攻及び自然機能開発専攻の平成２０年度収容定員は、別表（第４条

関係）の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

専   攻 収 容 定 員 

 物質・生命工学専攻    ３０人 

 自然機能開発専攻    ５２人 

附 則 

１ この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、自然機能開発専攻及び当該教育課程は、施行日前に在学す

る者が在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

附 則 

１ この学則は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育学研究科学校教育専攻、障害児教育専攻、教科教育専

攻の各専修及び教育課程は、施行日前に在学する者が在学しなくなるまでの間、存続す

るものとする。 



 

11 

３ 教育学研究科修士課程及び教職大学院の課程の平成２２年度収容定員は、別表（第４

条関係）の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

 

研 究 科 課 程 専 攻 収容定員 

教育学研究科 
 修士課程 

 学校教育専攻   ６（１） 

 障害児教育専攻   ３ 

 教育支援科学専攻   ６（１） 

 教科教育専攻  ５５（５） 

    計   ７０（７） 

 教職大学院の課程  教育実践創成専攻   １４ 

 

４ 転専攻等については、第１７条第１項の規定にかかわらず、施行日前に在学する者は、

コースを専修と読み替えるものとする。 

５ 第４条に定める医学工学総合教育部博士課程の収容定員は、同条の規定にかかわらず、

次のとおりとする。 

研究科 課 程 専 攻 名 
収 容 定 員 

平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

医学工学

総合教育

部 

博

士

課

程 

４年 

先進医療科学専攻 ８０ ７６ ７２ 

生体制御学専攻 ４６ ４４ ４２ 

計 １２６ １２０ １１４ 

３年 

ヒューマンヘルスケア学専攻 １２ １２ １２ 

人間環境医工学専攻 ５２ ５０ ４８ 

機能材料システム工学専攻 ３６ ３３ ３０ 

情報機能システム工学専攻 ３３ ３０ ２７ 

環境社会創生工学専攻 ３６ ３３ ３０ 

計 １６９ １５８ １４７ 

計 ２９５ ２７８ ２６１ 

合   計 

（７） 

８７９ 

〔６〕 

（６） 

８６２ 

〔６〕 

（６） 

８４５ 

〔６〕 

 

附 則 

この学則は、平成２４年７月２５日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２６年９月２９日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２７年４月１日から施行し、第２条及び第４条については、平成２６年

１２月２４日から適用する。 

附 則 

１ この学則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に設置されている医学工学総合教育部修士課程医

科学専攻、機械システム工学専攻、電気電子システム工学専攻、コンピュータ・メディ

ア工学専攻、土木環境工学専攻、応用化学専攻、生命工学専攻、持続社会形成専攻、人

間システム工学専攻及び当該教育課程は、施行日前に在学する者が在学しなくなるまで

の間、存続するものとする。 

３ 医工農学総合教育部修士課程及び前項の規定により存続する医学工学総合教育部修士

課程の平成２８年度の収容定員は、同条の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

研究科、教育部 専 攻 収容定員 
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医学工学総合教育部 

医科学専攻 ２０ 

看護学専攻 １６ 

機械システム工学専攻 ３３ 

電気電子システム工学専攻 ２７ 

コンピュータ・メディア工学専攻 ３０ 

土木環境工学専攻 ２７ 

応用化学専攻 ３０ 

生命工学専攻 ２２ 

持続社会形成専攻 ２４ 

人間システム工学専攻 １８ 

医工農学総合教育部 

生命医科学専攻 １０ 

看護学専攻 １４ 

工学専攻 １８１ 

生命環境学専攻 ４５ 

合   計 ４９７ 

 

４  附則第１項の規定にかかわらず、施行日前に設置されている医学工学総合教育部博士

課程先進医療科学専攻、生体制御学専攻、ヒューマンヘルスケア学専攻、人間環境医工

学専攻、機能材料システム工学専攻、情報機能システム工学専攻、環境社会創生工学専

攻及び当該教育課程は、施行日前に在学する者が在学しなくなるまでの間、存続するも

のとする。 

５ 前項の規定により存続する医学工学総合教育部博士課程及び医工農学総合教育部博士

課程の平成２８年度から平成３０年度までの収容定員は、同条の規定にかかわらず、次

のとおりとする。 

 

研究科、教育部 専 攻 
収 容 定 員 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

医学工学総合教育部 

先進医療科学専攻 ５１ ３４ １７ 

生体制御学専攻 ３０ ２０ １０ 

ヒューマンヘルスケア学専攻 ８ ４ ０ 

人間環境医工学専攻 ３２ １６ ０ 

機能材料システム工学専攻 ２０ １０ ０ 

情報機能システム工学専攻 １８ ９ ０ 

環境社会創生工学専攻 ２０ １０ ０ 

医工農学総合教育部 

先進医療科学専攻 １７ ３４ ５１ 

生体制御学専攻 １０ ２０ ３０ 

ヒューマンヘルスケア学専攻 ４ ８ １２ 

人間環境医工学専攻 １６ ３２ ４８ 

機能材料システム工学専攻 １０ ２０ ３０ 

情報機能システム工学専攻 ９ １８ ２７ 

環境社会創生工学専攻 １０ ２０ ３０ 

合   計 ２５５ ２５５ ２５５ 

 

附 則 

この規則は、平成２８年１１月２９日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 
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別表第１(第２条第２項関係) 

研究科、教育部 人材養成上の目的 教育目標 

教育学研究科 現代社会が直面する課題の解

決に応用でき、また、これら応

用研究の基礎となる学術研究

を、国際的視野を持って創造的

に推進する優れた研究者並び

に高度で専門的な知識と能力

を有する職業人の養成 

教育実践に関わる学術諸分野と一般

社会における専門的職業人の養成を

目指します。 

医工農学総合教育部 

博士課程 

現代社会が直面する課題の解

決に応用でき、また、これら応

用研究の基礎となる学術研究

を、国際的視野を持って創造的

に推進する優れた研究者並び

に高度で専門的な知識と能力

を有する職業人の養成 

研究者もしくは高度な専門技術者と

して自立して研究活動を行うに必要

な深い学識と高度な研究能力並びに

高い倫理観を備えた優れた研究者も

しくは高度な専門技術者の養成を目

指します。 

医工農学総合教育部 

修士課程 

現代社会が直面する課題の解

決に応用でき、また、これら応

用研究の基礎となる学術研究

を、国際的視野を持って創造的

に推進する優れた研究者並び

に高度で専門的な知識と能力

を有する職業人の養成 

専門知識及び開発能力、問題発見・解

決能力、国際的コミュニケーション能

力を修得し、専門技術者・研究者とし

て社会に貢献できる人材の養成を目

指します。 
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専攻 人材養成上の目的 教育目標 

教育支援科学専攻 学校教育に関わる諸問題について

理論的・実践的な研究を深め、教

育の本質とその現代的・将来的な

課題を探求し得る高度な専門性並

びに障害児教育についての高度な

研究と実践に必要な専門的能力を

有する有為な人材の養成 

 

一人ひとりの子どもたちの教育を受

ける権利を保障しその成長発達のニ

ーズに応え支援する教育実践・教育制

度を探求し新たな教育実践を構想す

る力の基盤となる、教育支援科学的調

査研究法とそれを駆使した知見の開

発の進展と教育を目指します。 

教科教育専攻 教科の教育内容に関する専門的知

識を深め、教材とそのシークエン

ス及び授業法を開発できる人材の

養成 

教科の教育内容に関する専門的知識

を深め教材とそのシークエンスおよ

び授業法について開発する力を育成

するために、文化特性に応じて、各文

化領域(言語文化、社会文化、科学文

化、芸術文化、身体文化)における教

育内容の核を構成する本質的知見お

よび教材研究・授業法に関する基礎研

究の進展とその教育を目指します。 

教育実践創成専攻 ・地域や学校において指導的・中

核的な役割を果たし得るに不可欠

な確かな指導理論と高度で優れた

実践力・応用力を備えたスクール

リーダーの養成（現職大学院生） 

・実践的な指導力・展開力を備え

る新しい学校づくりの有力な担い

手として自ら積極的に取り組み、

将来的にリーダーとしての役割を

果たすことができる新人教員の養

成（学部卒大学院生） 

地域の学校の課題に即した学校改

善・授業改善の構想力・実践力を育成

するとともに、教育に関する高度の実

践的専門性と教育実践を具体的な場

でリードする力の育成を目指します。 
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専攻 人材養成上の目的 教育目標 

先進医療科学専攻 治療法の開発、先端治療の臨床応

用等に関する高度な教育研究を展

開し、明日の医療を担う人材を養

成 

人体諸器官の機能発現機構とその内

分泌、脳神経系による調節機構、悪性

腫瘍、感染症をはじめとする種々の疾

患の診断や治療技術・医療機器開発に

関わる教育研究等を推進する。これら

の教育研究を通じて、先進医学研究の

フロンティアを切り開く人材の養成

を目指します。 

生体制御学専攻 生体の情報処理ならびに調節機構

を解明し、様々な病態を学際的に

理解できる人材の養成 

現代生命科学研究の共通の手法であ

る形態学、分子細胞生物学、生化学、

分子遺伝学などの手法を駆使して生

体の様々な情報処理・制御機構の解析

を行い、同時にそれが障害された際に

見られる病態を解明できる人材の養

成を目指します。 

ヒューマンヘルス

ケア学専攻 

人間を科学的に理解し、健康生活

の維持、促進を支援できる人材の

養成 

人間を身体・心理・社会的側面から包

括的に捉え、小児・青年・成人・高齢

者の健康問題からの回復および健康

生活の維持・促進を支援することを目

的とするヒューマンヘルスケア学に

ふさわしい実践方法、研究方法、およ

び教育活動の開発・構築に努め、看護

学の発展に寄与する人材の養成を目

指します。 

人間環境医工学専

攻(生体環境学コー

ス) 

医学・工学の学問基盤に相互の知

を融合させた先端的教育研究によ

る、現代社会の難題に挑む人材の

養成 

医学、工学の教育、並びに倫理学・哲

学、心理学等の人文・社会科学領域の

教育も行い、生命科学に対する深い造

詣と学際的な洞察力を持ち、将来、大

学や研究所などの教育研究機関で、基

礎研究や臨床医学研究を遂行するリ

ーダーとして活躍できる人材の養成

を目指します。 

人間環境医工学専

攻(生命情報システ

ム学コース) 

工学を基盤として、生命現象と多

様な情報をシステマティックにと

らえる複合的視野と医工融合分野

へ挑む創造的意欲を持って、優れ

た医療環境と社会環境の実現に貢

献できる人材の養成 

生命工学・知能情報科学・先進医用工

字を教育研究の柱として、生命現象に

関わる多様な情報をシステマティッ

クに解析し、幅広い生命および情報科

学分野に貢献できると共に、医工融合

領域の研究活動を行うのに必要な学

際的知識と高度な研究能力並びに高

い倫理観を兼ね備えた研究者及び高

度技術者の養成を目指します。 

機能材料システム

工学専攻 

新素材、高機能物質、各種先端ナ

ノデバイスを開発し、新規産業分

野の開拓を目指す人材の養成 

｢物質設計化学分野」、「電子機能開発

分野」および「機能創造工学分野」の

３分野で構成されています。科学技術

立国を目指す我が国の国家的研究課

題の中核をなす新素材および高機能

物質の創製開発、情報化社会のさらな

る発展に資する各種先端ナノデバイ

スの開発研究などを主たる対象とし

た総合的な教育研究のためのカリキ

ュラムを配置し、一連の学術的な基盤
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を教授するとともに、その先端的知識

と技術を新規産業分野の開拓に発展

させることのできる創造的人材の養

成を目指します。 

情報機能システム

工学専攻 

生産システムや情報システムを構

成するハードウェア、ソフトウェ

ア、情報通信ネットワークを広い

視野から設計、構築、運用でき、

国際的なプロジェクトで活躍でき

る人材の養成 

「システムソリューション工学分

野」、「情報通信システム工学分野」、

「機械デザインシステム分野」、「機

械情報システム分野」の４分野で構成

されています。ソフトウェア、情報通

信ネットワーク、生産システム、人間

-機械システムを 4つの柱として位置

付け、それらを基礎としたものづくり

のための生産システムをはじめ様々

なビジネスシステムまで、幅広いシス

テムソリューションを提供するため

の教育研究を行い、国際的に通用する

基礎学力をそなえ、ものづくりの新規

技術や情報・通信技術を駆使して、さ

まざまな生産システムやビジネスシ

ステムを、分析、設計、構築、運用、

評価できるとともに、システム開発プ

ロジェクトをリードできる人材の養

成を目指します。 

環境社会創生工学

専攻 

環境と調和した社会基盤の整備・

保全に関する技術開発、自然機能

に関する先端的技術の開発、社会

の政策・計画における予測・評価

手法の開発に関わる専門技術者・

研究者を目指す人材の養成 

「環境社会システム工学分野」、「環

境社会創生工学分野」、「環境社会評

価分野」の３分野、および、分野を超

えた「国際流域総合水管理特別コー

ス」で構成されています。環境社会創

生の対象としての社会基盤施設と、そ

れを取巻く環境の計画、設計、建設、

計測、管理、保全に関わる専門技術を

習得して時代の要請に応える社会基

盤の創造を推進できる人材や、人と自

然、人と人との共生社会の創生に関わ

る根源的な課題を多様な観点から考

察し、持続可能な社会に向けた課題解

決に必要な社会予測・評価方法を習得

した人材の養成を目指します。なお、

国際流域総合水管理特別コースでは、

英語での講義を基本とするとともに、

専門的な教育の他、国際的な学外組織

との共同研究活動や国際的な会議の

運営参加や発表などの経験を学生に

課し、協調性ある国際人の養成を目指

します。 
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専攻 人材養成上の目的 教育目標 

生命医科学専攻 高度先端技術と学際的知識を備え

た先進的な研究者、もしくは高度

な専門技術者の養成 

将来の生命科学研究を担う研究者の

養成ばかりではなく、同時に生命科

学、社会医学研究の成果を、医療機関

の現場、保健医療行政および健康教育

分野において実践できる高度の先端

技術と学際的知識を持つ専門技術者

の養成を目指します。 

看護学専攻 質の高い看護サービスを提供でき

る看護専門職の養成 

質の高い看護サービスを提供するた

めに求められる科学的知識と技術を

有する看護専門職の養成を目指しま

す。 

工学専攻 イノベーションの持続的創出を担

いグローバルに活躍できる高度専

門職業人の養成 

工学系高度専門職業人に共通して求

められる解析法および分析法を修得

させるとともに、高度な専門知識およ

び専門応用能力をもち、各種工業技術

を適正かつ効率的に駆使し、産業分野

で中核となって活躍できる人材を育

成します。くわえて、関連する専門分

野をより広く学ぶことにより俯瞰的

なものの見方を身につけ、コミュニケ

ーション能力や国際的視野も兼ね備

え、社会や産業の急速な変化に対応で

きるとともに新たな産業分野におい

ても活躍できる素養を身につけた工

学系高度専門職業人の養成を目指し

ます。 

生命環境学専攻 人類の普遍的課題である「食と健

康」及び「生命と環境」に関する

多様で複雑な諸課題を、農学を基

盤とした学際的取り組みによって

解決へと導くことが出来る高度専

門職業人の養成 

農学を基盤とした文理融合教育によ

り広範な知識を身につけると共に、

「バイオサイエンスコース」、「食

物・ワイン科学コース」、「地域環境マ

ネジメントコース」の各コースの専門

科目を学ぶことにより、「食と健康」

及び「生命と環境」に関する深い専門

性と高度な技術を備えた人材の養成

を目指します。 
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別表第２（第４条関係） 

                                     （単位：人） 

研究科、 

教育部 
課 程 専 攻 入学定員 収容定員 

教
育
学
研
究
科 

修士課程 

教育支援科学専攻 ６ （１） １２ （２） 

教科教育専攻 ２２ （２） ４４ （４） 

        計 ２８ （３） ５６ （６） 

教職大学院

の課程 
教育実践創成専攻 １４  ２８  

医
工
農
学
総
合
教
育
部 

修士課程 

生命医科学専攻 １０  ２０  

看護学専攻 １４  ２８  

工学専攻 １８１  ３６２  

生命環境学専攻 ４５  ９０  

計 ２５０  ５００  

博
士
課
程 

４年 

先進医療科学専攻 １７  ６８  

生体制御学専攻 １０  ４０  

計 ２７  １０８  

３年 

ヒューマンヘルスケア学専攻 ４  １２  

人間環境医工学専攻 １６  ４８  

機能材料システム工学専攻 １０  ３０  

情報機能システム工学専攻 ９  ２７  

環境社会創生工学専攻 １０  ３０  

計 ４９  １４７  

計 ７６  ２５５  

合 計 ３６８  ８３９  

（注）（ ）は外国人留学生で内数 
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２ 山梨大学学位細則 

制定 平成２７年１１月２６日 

（趣旨） 

第１条 この細則は、学位規則（昭和２８年文部省令第９号。以下「省令」という｡）第１３条、

山梨大学学則（以下「学則」という。）第３８条第２項及び山梨大学大学院学則（以下「大学

院学則」という。）第４０条第５項の規定に基づき、山梨大学（以下「本学」という。）が授

与する学位に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（学位の種類） 

第２条 本学が授与する学位は、学士、修士、博士及び教職修士（専門職）とする。 

２ 学士の学位に付記する専攻分野の名称は、次のとおりとする。 

   教育学部                      学士（教育） 

医学部                       学士（医学） 

〃                      学士（看護学） 

工学部                       学士（工学） 

   生命環境学部                    学士（生命工学） 

      〃                      学士（農学） 

〃                      学士（環境科学） 

      〃                      学士（社会科学） 

３ 修士の学位に付記する専攻分野の名称は、次のとおりとする。 

教育学研究科修士課程                修士（教育学） 

医工農学総合教育部修士課程 

生命医科学専攻                  修士（医科学） 

看護学専攻                                      修士（看護学） 

    工学専攻                    修士（工学） 

    生命環境学専攻                 修士（農学） 

       〃                                        修士（学術） 

 

４ 博士の学位に付記する専攻分野の名称は、次のとおりとする。 

医工農学総合教育部博士課程 

４年博士課程 

先進医療科学専攻                博士（医学） 

生体制御学専攻                 博士（医学） 

３年博士課程 

ヒューマンヘルスケア学専攻                    博士（看護学） 

人間環境医工学専攻               博士（医科学） 

〃                   博士（医工学） 

〃                                    博士（情報科学） 

機能材料システム工学専攻            博士（工学） 



 

20 

情報機能システム工学専攻                      博士（工学） 

環境社会創生工学専攻              博士（工学） 

〃                   博士（学術） 

     グリーンエネルギー変換工学特別教育プログラム  博士（工学） 

 

（学位授与の要件） 

第３条 学士の学位は、本学を卒業した者に授与する。 

２ 修士の学位は、本学大学院修士課程を修了した者に対し授与する。 

３ 博士の学位は、本学大学院博士課程を修了した者に対し授与する。 

４ 教職修士（専門職）の学位は、本学大学院教職大学院の課程を修了した者に対し授与する。 

５ 第３項に定めるもののほか、博士の学位は、本学に学位論文を提出してその審査に合格し、

かつ、本学大学院博士課程を修了した者と同等以上の学力を有することが確認（以下「学力の

確認」という。）された者にも授与することができる。 

 

（学位論文の中間審査） 

第４条 本学大学院博士課程を修了しようとする者が学位論文の審査を申請する場合において、

専攻により、学位論文の提出に先立って、別に定める学位論文の中間審査を行うことがある。 

 

（修士課程又は博士課程を修了しようとする者の学位論文の提出） 

第５条 本学大学院修士課程又は博士課程を修了しようとする者が学位論文の審査を申請する場

合は、別に定める期日までに、学位論文審査願に学位論文及び別に定めるその他の申請書類を

添え、教育学研究科長又は医工農学総合教育部長に提出するものとする。 

 

（修士課程を修了しようとする者の研究成果の提出） 

第５条の２ 本学大学院修士課程を修了しようとする者が、前条に規定する学位論文に代え、山

梨大学大学院学則第３７条第１項に規定する特定の課題についての研究の成果（以下「研究成

果」という。）の審査を申請する場合は、別に定める期日までに、研究成果審査願に研究成果

及び別に定めるその他の申請書類を添え、教育学研究科長又は医工農学総合教育部長に提出す

るものとする。 

 

（課程を経ない者の学位授与の申請） 

第６条 第３条第５項の規定により学位の授与を申請する者は、学位論文審査願に学位論文及び

別に定めるその他の申請書類を添え、医工農学総合教育部長に提出するとともに、国立大学法

人山梨大学授業料等に関する規程第８条に規定する学位論文審査手数料を納入しなければな

らない。 

２ 前項の場合において、本学大学院博士課程に標準修業年限以上在学し、所定の単位を修得し

て退学した者が、退学後１年以内に学位論文を提出した場合には、学位論文審査手数料は免除

する。 

 

（学位論文又は研究成果の提出） 
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第７条 提出する学位論文又は研究成果は、１編とする。ただし、参考として他の論文を添付す

ることができる。 

２ 学位論文又は研究成果の審査のため必要があると認めるときは、提出者に対して、当該論文

の訳文、模型、標本等の資料の提出を求めることができる。 

 

（学位論文、研究成果及び学位論文審査手数料の返付） 

第８条 受理した学位論文、研究成果及び既納の学位論文審査手数料は、返付しない。 

 

（審査の付託） 

第９条 教育学研究科長は、第５条により提出された学位論文又は研究成果を受理したときは、

その審査及び最終試験を教育学研究科委員会に付託するものとする。 

 ２ 医工農学総合教育部長は、第５条及び第６条第１項により提出された学位論文又は研究成果

を受理したときは、その審査及び最終試験又は専攻分野に関する学力の確認を医工農学総合

教育部教授会に付託するものとする。 

 

（審査委員） 

第１０条 教育学研究科委員会及び医工農学総合教育部教授会（以下「研究科委員会等」という。）

は、前条の付託を受けたときは、審査する学位論文又は研究成果ごとに、審査及び最終試験又

は学力の確認を行うため、論文等審査委員会を設置する。 

２ 論文等審査委員会の委員の選出等については、別に定める。 

 

（最終試験） 

第１１条 修士課程又は博士課程を修了しようとする者に対する最終試験は、学位論文又は研究

成果の審査が終わった後、その関連分野について、口答又は筆答により行うものとする。 

 

（学力の確認） 

第１２条 第３条第５項の規定により、学位論文を提出して学位の授与を申請した者に対する学

力の確認は、博士課程を修了した者と同等以上の学力を有し、かつ、研究者として自立して研

究活動を行うに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学職を有するか否かについ

て、口頭又は筆答試問により行うものとする。 

 

（学力確認の特例） 

第１３条 第３条第５項の規定により、学位の授与を申請した者が、本学大学院博士課程に標準

修業年限以上在学し、所定の単位を修得した者であるときは、医工農学総合教育部教授会で定

める年限内に限り、前条の学力の確認を免除することができる。 

 

（審査期間） 

第１４条 修士課程又は博士課程を修了しようとする者の学位論文又は研究成果の審査及び最終

試験は、当該学生の在学する期間内に終了するものとする。 

２ 第３条第５項の規定により、学位の授与を申請した者の審査期間は、医工農学総合教育部長
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が当該学位授与の申請を受理した日から１年以内に終了するものとする。ただし、特別の理由

が生じ、医工農学総合教育部教授会が承認したときは、その期間を更に１年以内に限り延長す

ることができる。 

 

（審査結果の報告） 

第１５条 論文審査委員会は、学位論文又は研究成果の審査及び最終試験又は学力の確認を終了

したときは、直ちにその結果を、文書をもって当該研究科委員会等に報告しなければならない。 

 

（学位授与の審議） 

第１６条 研究科委員会等は、前条の報告に基づき学位授与の可否を審議し、議決するものとす

る。 

２ 前項の議決をするには、出席委員の３分の２以上の賛成を必要とする。 

 

（学長への報告） 

第１７条 教育学研究科長又は医工農学総合教育部長は、前条第１項の議決をしたときは、議決

の結果を文書をもって学長に報告しなければならない。 

 

（学位の授与等） 

第１８条 学長は卒業を認定した者に対し、所定の学位記を授与する。 

２ 学長は、前条の報告に基づき、学位の授与を決定した者には所定の学位記を授与し、学位を

授与することが適当でないとされた者には、その旨を通知するものとする。 

 

（学位簿への登録及び学位授与の報告） 

第１９条 学長は、修士又は博士の学位を授与したときは、本学の学位簿に登録する。 

２ 第１８条第２項の規定により、博士の学位を授与したときは、学長は省令第１２条の定める

ところにより、文部科学大臣に報告するものとする。 

 

（学位論文要旨等の公表） 

第２０条 学長は、博士の学位を授与したときは、当該学位を授与した日から３月以内に、学位

論文の内容の要旨及び論文審査の結果の要旨をインターネットの利用により公表するものと

する。 

 

（学位論文の公表） 

第２１条 博士の学位を授与された者は、当該博士の学位を授与された日から１年以内に、当該

博士の学位の授与に係る論文の全文を公表するものとする。ただし、当該博士の学位を授与さ

れる前に既に公表したときは、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、やむを得ない事由がある場合には、

学長の承認を受けて、当該博士の学位の授与に係る論文の全文に代えてその内容を要約したも

のを公表することができる。この場合において、学長は、その学位論文の全文を求めに応じて

閲覧に供しなければならない。 
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３ 前２項の規定により博士の学位論文を公表する場合には、「山梨大学審査学位論文（博士）」

又は「山梨大学審査学位論文（博士）要旨」と明記しなければならない。 

 

（学位の名称） 

第２２条 本学の修士、博士又は教職修士（専門職）の学位を授与された者が当該学位の名 

称を用いるときは、「山梨大学」と付記するものとする。 

 

（学位授与の取消） 

第２３条 本学において修士、博士又は教職修士（専門職）の学位を授与された者が、不正の方

法により当該学位を受けた事実が判明したとき、又は学位の名誉を汚す行為があったときは、

学長は当該研究科委員会等の議を経て、学位の授与を取消し、学位記を返還させ、かつ、その

旨を公表する。 

２ 前項の議決をする場合には、第１６条第２項の規定を準用する。 

 

（学位記の様式） 

第２４条 学位記の様式は、別記様式のとおりとする。 

 

（雑則） 

第２５条 この細則に定めるもののほか、学位に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

１ この細則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に教育人間科学部又は医学工学総合教育部に在学する者

については、従前の例による。 

３ 山梨大学学位規程（平成１６年４月１日制定）は廃止する。 

 

 

別記様式（省略） 
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３ 山梨大学英文学位記交付要領 
 

 

（趣旨） 

１ この要領は、山梨大学（以下「本学」という。）において修士又は博士の学位を授与され

た者に対して、英文による学位記の副本（以下「英文学位記」という。）を交付することに

ついて定めるものである。 

（英文学位記の交付） 

２ 本学において修士又は博士の学位を授与された者で、英文学位記の交付を希望する者に

対して交付するものとする。 

（英文学位記の様式） 

３ 英文学位記の様式は、別記様式のとおりとする。 

（研究科等の英文名） 

４ 研究科・教育部、専攻及び学位の英文名は、別表のとおりとする。 

（英文学位記の交付方法） 

５ 英文学位記は、学位記と同一日付で交付するものとする。 

 

 

附 記 

この要領は、平成１８年１１月２１日から実施する。 

 

 

 

別記様式及び別表（省略） 
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４ 山梨大学大学院研究生細則 
 

制定 平成２８年２月２４日 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は、山梨大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第４３条第２項の 

規定に基づき、山梨大学大学院（以下「大学院」という。）の研究生について必要な事項を 

定める。 

 

（入学の時期） 

第２条 研究生の入学の時期は、学年又は学期の始めとする。ただし、医工農学総合教育部 

の次の専攻については、月の始めに入学させることができる。  

修士課程   生命医科学専攻 

看護学専攻 

４年博士課程 先進医療科学専攻 

生体制御学専攻 

３年博士課程 ヒューマンヘルスケア学専攻 

人間環境医工学専攻（生体環境学コース） 

 

（入学資格） 

第３条 修士課程の研究生として入学することのできる者は、大学院学則第９条の規定に該 

当する者とする。 

２ 医工農学総合教育部４年博士課程の研究生として入学することのできる者は、大学院学 

則第１０条の規定に該当する者とする。 

３ 医工農学総合教育部３年博士課程の研究生として入学することのできる者は、大学院学 

則第１１条の規定に該当する者とする。 

 

（入学の出願） 

第４条 研究生として入学を志願しようとする者は、指導を受けようとする教員（以下「指 

導教員」という。）の承諾を得て、所定の期間内に次の各号に掲げる書類に検定料を添えて、 

教育学研究科又は医工農学総合教育部の長に願い出るものとする。 

(1) 入学願書（所定の様式） 

(2) 履歴書 

(3) 最終学校の卒業証明書又は修了証明書 

(4) 最終学校の成績証明書 

(5) 健康診断書 

(6) 推薦書（学校、企業等に勤務している者にあっては、その所属長の承認書） 

(7) その他大学院が必要と認める書類 

２ 外国人は、前項に掲げる書類のほか、在留資格を証明できる書類を提出するものとする。 

ただし、国内に在留していない者は、入学後提出するものとする。 

 

（入学者の選考） 

第５条 研究生の選考は、それぞれ次の委員会又は教授会が行う。 

教育学研究科 

教育学研究科委員会 

医工農学総合教育部 

医工農学総合教育部教授会 
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（入学手続及び入学許可） 

第６条 前条の規定により、研究生として選考された者は、所定の期日までに入学料及び授 

業料を納入するとともに、入学に必要な書類を提出しなければならない。 

２ 学長は、前項の入学手続を完了した者に入学を許可する。 

 

（研究期間） 

第７条 研究生の研究期間は、１年以内とする。ただし、第２条ただし書きの規定により入 

学した者については、入学年度を超えないものとする。 

２ 研究期間が満了しても、なお引き続き研究に従事することを希望する者は、指導教員の 

承諾を得て、教育学研究科又は医工農学総合教育部の長を経由し学長に願い出るものとす 

る。 

 

（退学） 

第８条 研究生は、中途で退学しようとするときは、指導教員の承諾を得た後、教育学研究 

科長又は医工農学総合教育部長の確認を経て学長の許可を受けなければならない。 

 

（検定料等） 

第９条 検定料、入学料及び授業料に関し必要な事項は、別に定める。 

２ 納入した検定料、入学料及び授業料は返還しない。 

３ 研究に要する経費は、研究生の負担とすることがある。 

 

（証明書の交付） 

第１０条 教育学研究科又は医工農学総合教育部の長は、指導教員の認定により研究証明書 

を交付することができる。 

 

（除籍） 

第１１条 学長は、指導教員が研究生として適当でないと認めた場合は、教育学研究科長又

は医工農学総合教育部長の確認を経て、これを除籍することができる。 

 

（諸規則等の準用） 

第１２条 この細則に定めるもののほか、大学院学則その他学内諸規則の学生に関する規程 

は、研究生にこれを準用する。 

 
附 則 

１ この細則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に医学工学総合教育部に在学する者については、従前の

例による。 

３ 山梨大学大学院研究生規程（平成１６年４月１日制定）は廃止する。 
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５ 山梨大学大学院特別研究学生交流細則 
制定 平成２８年 ２月２４日 

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、山梨大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第２４条の規定に

基づき、他の大学の大学院又は研究所等（外国の大学の大学院又は研究所等を含む。以下

「他大学院等」という。）において、研究指導を受ける者（以下「特別研究派遣学生」とい

う。）及び大学院学則第４５条の規定に基づき、他の大学の大学院の学生で、山梨大学（以

下「本学」という。）の大学院において研究指導を受けようとする者（以下「特別研究学生」

という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（他大学院等との協議） 

第２条 大学院学則第２４条及び第４５条の規定に基づく本学大学院と他大学院等との協議

は、次に掲げる事項について、教育学研究科委員会又は医工農学総合教育部教授会（以下

「研究科委員会等」という。）の議を経て、教育学研究科長又は医工農学総合教育部長（以

下「研究科長等」という。）が行うものとする。 

(1) 研究題目 

(2) 学生数 

(3) 研究指導を行う期間 

(4) その他必要な事項 

 

第２章 特別研究派遣学生 

（出願手続） 

第３条 特別研究派遣学生として他大学院等の研究指導を受けることを志願する者は、所定

の願書を研究科長等に提出しなければならない。 

 

（研究指導の承認） 

第４条 前条の出願があったときは、研究科委員会等の議を経て、第２条に規定する協議に

基づき、研究科長等が許可し、学長に報告するものとする。 

 

（研究指導期間） 

第５条 特別研究派遣学生の研究指導を受ける期間は、１年以内とする。ただし、医工農学

総合教育部４年博士課程及び３年博士課程に在籍する学生で、教育研究上有益と認められ

たときは、研究科委員会等の議を経て、他大学院等と協議の上、研究指導を受ける期間の

延長を許可することがある。 

２ 前項の研究指導を受ける期間は、通算して２年を超えることができない。 

 

（修業年限及び在学年限の取扱い） 

第６条 特別研究派遣学生としての研究指導を受ける期間は、大学院学則第１８条に規定す

る標準修業年限及び大学院学則第１９条に規定する在学年限に算入する。 

 

（研究報告） 

第７条 特別研究派遣学生は、他大学院等において研究指導が終了したときは、直ちに（外

国の大学院等で研究指導を受けた者にあっては、帰国の日から１月以内）研究科長等に研

究終了報告書を提出しなければならない。 

 

（研究指導の承認の取消し） 

第８条 研究科長等は、特別研究派遣学生が次の各号の一に該当するときは、研究科委員会
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等の議を経て、他大学院等と協議の上、研究指導の承認を取り消すことがある。 

(1) 本学又は他大学院等の規則等に違反したとき。 

(2) その他派遣の趣旨に反する行為があると認められたとき。 

 

第３章 特別研究学生 

（出願手続） 

第９条 特別研究学生として本学大学院において研究指導を受けようとする者は、次の各号

に掲げる書類を本学大学院が別に定める期間内に、所属する他大学院等の長を経て、研究

科長等に提出しなければならない。 

(1) 特別研究学生入学願 

(2) 学業成績証明書 

(3) 所属する大学院の長の推薦書 

(4) 健康診断書 

 

（入学の許可） 

第１０条 他大学院等から特別研究学生の受入れについて依頼があったときは、第２条に規

定する協議に基づき、選考の上、研究科委員会等の意見を聴いて、学長が入学を許可する

ものとする。 

 

（研究指導状況報告書の交付） 

第１１条 研究科長等は、所定の研究指導を終了した特別研究学生で研究指導状況報告書の

交付を希望する場合は、研究指導状況報告書を交付する。 

 

（検定料、入学料及び授業料） 

第１２条 特別研究学生に係る検定料及び入学料は、徴収しない。 

２ 次の各号の一に該当する特別研究学生の授業料は、徴収しない。 

(1) 国立大学の大学院の学生である場合 

(2) 大学間交流協定に基づく外国人留学生に対する授業料等の不徴収実施要項（平成３年

４月１１日文部科学省学術国際局長裁定）に基づき協定を締結した大学からの外国人留

学生である場合 

(3) 大学間特別研究学生交流協定に基づく授業料の相互不徴収実施要項（平成１０年３月

１０日文部科学省学術国際局長裁定）に基づき協定を締結した公立大学又は私立大学の

大学院の学生である場合 

３ 既納の授業料は返還しない。 

 

（実験、実習等の費用） 

第１３条 実験、実習等に要する費用は、特別研究学生に負担させることがある。 

 

（準用規定） 

第１４条 第５条及び第８条の規定は、特別研究学生について準用する。この場合において、

第５条及び第８条中「特別研究派遣学生」とあるのは「特別研究学生」と読み替えるもの

とする。 

２ この規則に定めるもののほか、特別研究学生に関し必要な事項は、山梨大学学則及び大

学院学則の規程を準用する。 
 

附 則 

１ この細則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に医学工学総合教育部に在学する者については、従前の

例による。 

３ 山梨大学大学院特別研究学生交流規則（平成１６年４月１日制定）は廃止する。 
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６ 山梨大学外国人留学生細則 
 

制定 平成２８年２月２４日 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は、山梨大学学則（以下「学則」という。）第４４条第２項及び山梨大学大

学院学則（以下「大学院学則」という。）第４７条第３項の規程に基づき、外国人留学生に

関する必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 外国人留学生とは、出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表

第１に定める「留学」の在留資格により、本学に入学を許可された者をいう。 

 

（区分） 

第３条 外国人留学生の区分は、次のとおりとする。 

(1) 学部学生 

(2) 大学院学生 

(3) 専攻科学生 

(4) 研究生 

(5) 科目等履修生 

(6) 特別聴講学生 

(7) 特別研究学生 

 

（入学の時期） 

第４条 外国人留学生の入学の時期は、原則として学年又は学期の初めとする。ただし、研

究生については、月の始めとすることができる。 

 

（入学資格） 

第５条 外国人留学生の入学資格は、第３条の区分に応じ、それぞれ学則、大学院学則、山

梨大学専攻科規則、山梨大学研究生細則、山梨大学大学院研究生細則、山梨大学科目等履

修生細則、山梨大学大学院科目等履修生細則の定めるところによる。 

 

（入学出願の手続） 

第６条 外国人留学生として入学を志願する者は、所定の書類に検定料を添え、学長に願い

出なければならない。 

 

（合格者の選考） 

第７条 合格者の選考は、学力、人物、健康等のほか、修学に必要な語学力について行う。 

２ 前項の選考結果による合格者の決定は、当該学部の教授会、又は研究科委員会の意見を

聴いて、学長が行う。 

 

（国費外国人留学生及び外国政府派遣留学生の受入れ） 

第８条 国費外国人留学生及び外国政府派遣留学生の受入れについては、第６条及び第７条

の規定にかかわらず、文部科学省からの依頼に基づき、当該学部、又は研究科委員会の意

見を聴いて学長が決定する。 

 

（特別聴講学生及び特別研究学生の受入れ） 

第９条 特別聴講学生及び特別研究学生の受入れについては、第６条及び第７条の規定にか

かわらず、それぞれ山梨大学学生交流細則、山梨大学大学院特別研究学生交流細則の定め
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るところによる。 

 

（入学手続） 

第１０条 第７条の選考に合格した者、第８条及び第９条の規定により受入を許可された者

は、所定の期日までに入学料及び授業料を納入するとともに、所定の書類を提出しなけれ

ばならない。 

 

（入学許可） 

第１１条 学長は、前条の入学手続を完了した者に入学を許可する。 

 

（検定料等の特例） 

第１２条 国費外国人留学生の検定料、入学料及び授業料（以下「検定料等」という。）は徴

収しない。 

２ 前項のほか、授業料を不徴収とする旨の大学間交流協定、学部間交流協定を締結した外

国の大学からの外国人留学生の検定料等は徴収しない。 

 

（学則等の準用） 

第１３条 この細則に定めるもののほか、外国人留学生に関して必要な事項は、学則、大学

院学則及びその他学内規程等の学生に関する規定を準用する。 

 
附 則 

１ この細則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 山梨大学外国人留学生規則（平成１６年４月１日制定）は廃止する。 
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７ 山梨大学大学院医工農学総合教育部ＧＰＡ制度に関する要項 
 

制定 平成２８年４月１日 

 

（目的） 

第１条 この要項は、山梨大学大学院医工農学総合教育部（以下「教育部」という。）におけ

るグレードポイントアベレージ（以下「ＧＰＡ」という。）について必要な事項を定め、学

生の学習意欲を高めるとともに、厳格な成績評価と学生支援に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 「ＧＰＡ」とは、各授業科目１１段階の成績評価に対応して４～０のグレードポイ

ント（以下「ＧＰ」という。）を付与して算出する１単位当たりのＧＰ平均値をいう。 

２ ＧＰＡ対象授業科目は、次の各号に掲げる授業科目とする。 

 (1) １００点を満点として成績評価されるすべての授業科目 

 (2) 山梨大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第２２条及び第２３条の規定に

より履修した授業科目であって、第１号の要件を満たす授業科目 

 (3) 大学院学則第２６条の規定により、本教育部における授業科目の履修により修得した

ものとみなされた授業科目であって、第１号の要件を満たす授業科目 

３ 成績評価が点数によらない以下の科目及び未入力又は保留の授業科目については、ＧＰ

Ａの対象から除く。 

 (1) 合格か不合格かだけを判定する授業科目 

 (2) 転入学した際の単位認定科目 

 (3) 本学入学前に修得した単位認定科目 

 (4) 他の大学院等との単位互換等で修得した科目 

 

（成績評価およびＧＰ） 

第３条 教育部で定める成績評価並びにＧＰは、次のとおりとする。 

（1） Ｓ   （９５～１００）   ＧＰ＝４.０ 

（2） Ｓ－   （９０～９４）    ＧＰ＝３.７ 

（3） Ａ＋  （８７～８９）    ＧＰ＝３.３ 

（4） Ａ  （８３～８６）    ＧＰ＝３.０ 

（5） Ａ－  （８０～８２）    ＧＰ＝２.７ 

（6） Ｂ＋  （７７～７９）    ＧＰ＝２.３ 

（7） Ｂ   （７３～７６）    ＧＰ＝２.０ 

（8） Ｂ－  （７０～７２）    ＧＰ＝１.７ 

（9） Ｃ  （６６～６９）    ＧＰ＝１.３ 

（10）Ｃ－  （６０～６５）    ＧＰ＝１.０ 

（11）Ｆ  （０～５９及び未受験） ＧＰ＝０.０ 

（12）Ｎ   （無資格）             ＧＰ＝０.０ 

（13）Ｔ  （認定）        ＧＰ＝対象外 

（14）Ｉ  （未入力、保留）    ＧＰ＝対象外 

 

（ＧＰＡの種類及び計算方法） 

第４条 ＧＰＡは、当該学期に履修した第２条第２項各号に定めるＧＰＡ対象科目について、

学期ＧＰＡ及び通算ＧＰＡに区分し、各区分の定める方法により計算するものとし、計算

値は小数点以下第２位を四捨五入して表記するものとする。 

 

 (1) 学期ＧＰＡは、当該学期の授業科目ごとに得たＧＰに当該授業科目の単位数を乗じる

計算を、当該学期に成績評価を受けた授業科目分行い、その合計を当該学期に成績評価
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を受けた授業科目の単位数の合計で除して算出する。 

  学期ＧＰＡ＝(当該授業科目のＧＰ×当該学期に履修登録した授業科目の単位数）の合計

／当該学期の成績評価を受けた授業科目の単位数の合計 

 (2) 通算ＧＰＡは、入学時からの現在の学期までの授業科目ごとに得たＧＰに、当該授業

科目の単位数を乗じる計算を、入学時からの現在の学期までに成績評価を受けた授業科

目分行い、その合計を入学時からの現在の学期までに成績評価を受けた授業科目の単位

数の合計で除して算出する。 

  通算ＧＰＡ＝(入学時からの当該授業科目のＧＰ×履修登録した授業科目の単位数）の合

計／入学時から成績評価を受けた授業科目の単位数の合計 

 

（ＧＰＡ計算期日） 

第５条 ＧＰＡの計算は、学期ごとに指定された期日（以下「ＧＰＡ計算期日」という。）ま

でに確定した成績に基づいて行う。 

２ 第３条第１４号に規定する成績の保留又は追試験等のため期日までに成績が確定してい

ない科目については、計算上は履修していないものとして取扱う。 

３ ＧＰＡ計算期日は、原則として前期にあっては９月１日、後期にあっては３月１０日と

する。 

 

（履修の取り消し） 

第６条 一度履修登録した科目であっても、受講目的が達成されないなどの理由により履修

を取り消すことができる。 

２ 履修の取り消しは、別に定める履修取り消し期間に行うことができる。ただし、履修取

り消し期間内に手続を行なわない場合は、当初申請した履修科目が成績評価の対象となる。 

３ 前項の規定にかかわらず、病気・事故等やむを得ない事情による場合は、履修取り消し

期間以降においても履修を取り消すことができる。 

４ 履修登録修正期限までに履修登録を取り消した場合を除き、履修を放棄した科目の成績

は第３条第１２号に規定する無資格として扱う。 

 

（再履修等における授業科目の取扱い） 

第７条 不合格（Ｆ又はＮ ＧＰ＝０）と評価され、後に再履修等によって合格となった場

合は、不合格の成績評価と新たな成績評価を併記して記録する。 

 

（ＧＰＡの通知及び記載） 

第８条 ＧＰＡの学生への通知は、学期ＧＰＡ及び通算ＧＰＡを記載した修得単位通知書に

より行う。 

２ 学期ＧＰＡ及び通算ＧＰＡは、成績証明書及び成績原簿に記載する。 

 

（ＧＰＡデータの提供及び活用） 

第９条 本学職員が、教育活動の改善等を目的として行なう調査研究等においてＧＰＡデー

タの提供を希望する場合は、別紙申請書により、大学教育センター長に申請するものとす

る。 

２ 大学教育センター長は、前項の申請理由が適当であると判断したときは、ＧＰＡに係る

各種資料を提供するものとする。 

 

第１０条 削除 

 

（その他） 

第１１条 この要項に定めるもののほか、ＧＰＡに関し必要な事項は、別に定める。 
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  附 則 

１ この要項は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に医学工学総合教育部に在学する者については、従前の

例による。 

３ 山梨大学大学院医学工学総合教育部ＧＰＡ制度に関する要項（平成２４年４月１日制定）

は廃止する。 
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８ 山梨大学大学院医工農学総合教育部細則 
 

制定 平成２８年１月２７日 

 

第１章 総則 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は、山梨大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第１７条第２項、

第２９条及び第３７条の３第２項の規定に基づき、山梨大学医工農学総合教育部の教育課

程及び履修方法等に関し、必要な事項を定める。 

 

第２章 修士課程 

 

（履修基準） 

第２条  修士課程の学生は、別表１に定める基準に従って所定の単位を修得しなければなら

ない。 

 

（授業科目及び単位数） 

第３条  修士課程で開講する各専攻の授業科目及び単位数は、別表２のとおりとする。 

 

（単位の基準） 

第４条 １単位の授業科目は、４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを標

準とし、授業の方法に応じ、当該授業の教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、

次の基準により単位を計算するものとする。 

(1) 講義及び演習については、１５時間から３０時間までの範囲で、各専攻の定める時間

の授業をもって１単位とする。 

(2) 研究及び実習については、３０時間から４５時間までの範囲で、各専攻の定める時間

の授業をもって１単位とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、学位論文の作成に関する特別研究等の授業科目において、こ

れらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに

必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。 

 

（指導教員） 

第５条 医工農学総合教育部教授会（以下「教授会」という。）は修士課程の学生に対して、

修士の学位論文の作成等に対する研究指導（以下「研究指導」という。）を行う教員（以下

「指導教員」という。）を定める。 

２ 前項の研究指導は、主指導教員と副指導教員からなる教員の組織（以下「指導教員グル

ープ」という。）を定めて行うことができる。 

３ 指導教員グループについては、別に定める。 

 

（転専攻等） 

第６条 大学院学則第１７条第１項の規定により、修士課程の学生で、転専攻を志願する者

は、医工農学総合教育部長（以下「教育部長」という。）に転専攻願を提出し、教授会の承

認を得るものとする。 

２ 他の研究科に転専攻を志願する者は、教授会の承認を得た後、他の研究科に願い出るも

のとする。 

３ 転専攻の時期は、原則として学期の始めとし、転専攻願の提出は２ヶ月前までに行うも

のとする。 

４ 転専攻の提出に際しては、現に在籍する専攻の指導教員及び転専攻先の指導教員の承認
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を得なければならない。 

５ 転専攻した場合の在学期間は、教授会が定める。 

６ 大学院学則第２５条の規定による転専攻前に修得した授業科目の単位の認定は、各専攻

が行う。 

７ 転コースについては、別に定める。 

 

（他の研究科及び他の大学院における授業科目の履修） 

第７条 大学院学則第２２条及び第２３条の規定により、修得した単位は、合計１０単位を

限度として第２条に規定する単位として認めることができる。 

 

（他の専攻及び学部における授業科目の履修） 

第８条 指導教員が特に必要と認めるものに限り、他の専攻の授業科目を当該科目担当教員

の承認を得て履修することができる。この場合において、修得した単位は８単位を限度と

して第２条に規定する単位として認めることができる。 

２ 指導教員が特に必要と認めるものに限り、学部の課程による授業科目を当該科目担当教

員の承認を得て履修することができる。 

３ 前項及び前条の規定により修得した単位は、教授会の議に基づき、合計１０単位まで第

２条に規定する単位として認めることができる。 

 

（他の大学院等における研究指導） 

第９条 大学院学則第２４条の規定により、学生が他の大学院又は研究所等（以下「他の大

学院等」という。）において研究指導を受けることを認める場合は、当該大学院との協議に

基づき教授会の承認を得なければならない。ただし、この期間は１年を超えないものとす

る。 

２ 前項の規定により受けた研究指導は、修士課程において受けたものの一部とみなすこと

ができる。 

 

（入学前の既修得単位の認定） 

第１０条 大学院学則第２６条の規定により、入学前に修得した単位は、教授会の議に基づ

き１０単位を超えない範囲で第２条に規定する単位として認めることができる。 

 

（転入学による既修得単位の認定） 

第１１条 他の大学院からの転入学を許可された学生の既修得単位の認定は、教授会が行う。 

 

（履修申告） 

第１２条 学生は、履修しようとする授業科目を、指定された期間内に、所定の様式により

届け出るものとする。 

２ 他の専攻の授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担当教員

の承認を受けなければならない。 

３ 他の研究科の授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担当教

員の承認を受け、教育部長及び他の研究科長の許可を受けなければならない。 

４ 他の大学院（外国の大学院を含む。）の授業科目を履修しようとするときは、指導教員の

承認を受けた上、山梨大学学生交流規則の規定により学長の許可を受けなければならない。 

５ 学部の課程による授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担

当教員の承認を受け、当該学部長の許可を受けなければならない。 

６ 学年の始期が異なる外国の大学院に留学していたため、所定の手続ができなかった者は、

帰国後、当該授業科目の担当教員の承認を受けて、留学前に履修申告した授業科目を、引

き続き履修することができる。 

 

（単位修得の認定） 
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第１３条 単位修得の認定は、授業科目の担当教員が、試験又は研究報告の審査の成績によ

り行う。ただし、研究については、特に試験又は研究報告の審査以外の方法で、これに代

えることができる。  

 

（成績） 

第１４条 試験又は研究報告の審査の成績は、１００点を満点とする点数により表示し、６０

点以上を合格とする。 

２ 前項の素点の成績を評語をもって表すときは、次のとおりとする。 

(1)  Ｓ   ９５～１００点 

(2)  Ｓ-    ９０～ ９４点 

(3)  Ａ+    ８７～ ８９点 

(4)  Ａ   ８３～ ８６点 

(5)  Ａ-    ８０～ ８２点 

(6)  Ｂ+    ７７～ ７９点 

(7)  Ｂ     ７３～ ７６点 

(8)  Ｂ-    ７０～ ７２点 

(9)  Ｃ     ６６～ ６９点 

(10) Ｃ-     ６０～ ６５点 

(11) Ｆ     ０～５９点及び未受験 

 

（修士の学位論文又は研究成果） 

第１５条 修士課程の学生は、修士の学位論文又は研究成果を指導教員の承認を得て、教育

部長に提出しなければならない。ただし、大学院学則第３７条の３に規定する博士論文研

究基礎力審査を申請しようとする者については、この限りでない。 

２ 学位論文又は研究成果は、所定の単位数を修得した者でなければ提出することができな

い。 

 

（博士論文研究基礎力審査） 

第１５条の２ 前条第１項ただし書中の博士論文研究基礎力審査を申請しようとする者は、

指導教員の承認を得て、教育部長に願い出なければならない。 

２ 博士論文研究基礎力審査は、所定の単位数を修得した者でなければ願い出ることができ

ない。 

 

（最終試験） 

第１６条 修士課程の最終試験を受験することができる者は、修士の学位論文又は研究成果

の審査を終了した者でなければならない。 

 

（博士課程への進学） 

第１７条 本学の修士課程を修了し、引き続き本学の博士課程に進学しようとする者につい

ては、選考の上、進学を許可する。 

２ 前項の規定により博士課程に進学しようとする者は、博士課程において指導を受けよう

とする教員の承認を得た上、進学願書を教育部長に提出しなければならない。 

３ 教育部長は、進学願書を受け付けたときは、博士課程の各専攻に選考を付託するものと

する。 

４ 博士課程の各専攻は、進学の選考が終了したときは、その結果を各領域委員会に報告す

るものとする。 

５ 博士課程の各領域委員会は、前項の報告に基づいて進学を承認するものとする。 

 

（教育職員免許状取得） 

第１８条 教育職員免許法による免許状を取得しようとする者は、同法に定める単位を修得
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しなければならない。 

２ 修士課程において、教員の免許状の所要資格を取得できる専攻は次に掲げる専攻とし、

取得できる教員の免許状の種類は、次のとおりとする。 

高等学校教諭専修免許状（工業） 

  工学専攻 

３ 第１項に定める単位は、別表３に掲げる授業科目のうちから修得するものとする。 

 

第３章 博士課程 

 

（履修基準） 

第１９条 博士課程の学生は、別表４に定める基準に従って、所定の単位を修得しなければ

ならない。 

 

（授業科目及び単位数） 

第２０条  博士課程で開講する専攻別の授業科目及び単位数は、別表５のとおりとする。 

  

（単位の基準） 

第２１条 １単位の授業科目は、４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを

標準とし、授業の方法に応じ、当該授業の教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮し

て、次の基準により単位を計算するものとする。 

(1) 講義及び演習については、１５時間から３０時間までの範囲で、各専攻の定める時間

の授業をもって１単位とする。 

(2) フィールド・リサーチ、実験及び研究については、３０時間から４５時間までの範囲

で、各専攻の定める時間の授業をもって１単位とする。 

２  前項の規定にかかわらず、学位論文の作成に関する特別研究等の授業科目において、こ

れらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに

必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。 

 

（指導教員） 

第２２条 教授会は博士課程の学生に対して、博士の学位論文の作成等に対する研究指導（以

下「研究指導」という。）を行う教員（以下「指導教員」という。）を定める。 

２ 前項の研究指導は、指導教員グループを定めて行うことができる。 

３ 指導教員及び指導教員グループについては、別に定める。 

 

（転専攻） 

第２３条 大学院学則第１７条第１項の規定により、博士課程の学生で、転専攻を志願する

者は、教育部長に転専攻願を提出し、教授会の承認を得るものとする。 

２ （削除） 

３ 転専攻の時期は、原則として学期の始めとし、転専攻願の提出は２ヶ月前までに行うも

のとする。 

４ 転専攻願の提出に際しては、現に在籍する専攻の指導教員及び転専攻先の指導教員の承

認を得なければならない。 

５ ３年博士課程の専攻から４年博士課程の専攻に転専攻した場合の修了要件は、大学院学

則第３８条の規定によるものとする。 

６ ４年博士課程の専攻から３年博士課程の専攻に転専攻した場合の修了要件は、大学院学

則第３９条の規定によるものとする。 

７ ３年博士課程の専攻から３年博士課程の異なる修了要件の専攻に転専攻した場合は、転

専攻後の専攻の修了要件によるものとする。 

８ 前３項の場合における在学期間は、教授会が定める。  

９ 大学院学則第２５条の規定による転専攻前に修得した授業科目の単位の認定は、各専攻
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が行う。 

 

（他の研究科及び他の大学院における授業科目の履修） 

第２４条 大学院学則第２２条及び第２３条の規定により、修得した単位は、合計１０単位

を限度として第１９条に規定する単位として認めることができる。 

 

（他の専攻及び修士課程の授業科目の履修） 

第２５条 指導教員が特に必要と認めるものに限り、他の専攻の授業科目を当該科目担当教

員の承認を得て履修することができる。この場合において、修得した単位は８単位を限度

として第１９条に規定する単位として認めることができる。 

２ 指導教員が特に必要と認めるものに限り、修士課程による授業科目を当該科目担当教員

の承認を得て履修することができる。この場合において、履修した単位は２単位まで第１９

条に規定する単位数に含ませることができる。 

３ 前項及び前条の規定により修得した単位は、教授会の議に基づき、合計１０単位まで第

１９条に規定する単位として認めることができる。 

 
（他の大学院等における研究指導） 

第２６条 教育部は大学院学則第２４条の規定により、学生が他の大学院等において研究指

導を受けることを認める場合は、当該大学院との協議に基づき教授会の承認を得なければ

ならない。 

２ 前項の規定により受けた研究指導は、博士課程において受けたものの一部とみなすこと

ができる。 

 

（入学前の既修得単位の認定） 

第２７条 大学院学則第２６条の規定により、入学前に修得した単位は、教授会の議に基づ

き１０単位を超えない範囲で第１９条に規定する単位として認めることができる。 

 

（転入学による既修得単位の認定） 

第２８条 他の大学院からの転入学を許可された学生の既修得単位の認定は、教授会が行う。 

 

（履修申告）  

第２９条 学生は、履修しようとする授業科目を、指定された期間内に、所定の様式により

届け出るものとする。 

２ 他の専攻の授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担当教員

の承認を受けなければならない。 

３ 他の研究科の授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担当教

員の承認を受け、教育部長及び他の研究科長の許可を受けなければならない。 

４ 他の大学院（外国の大学院を含む。）の授業科目を履修しようとするときは、指導教員の

承認を受けた上、山梨大学学生交流規則の規定により学長の許可を受けなければならない。 

５ 修士課程による授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担当

教員の承認を受け、教育部長の許可を受けなければならない。 

６ 学年の始期が異なる外国の大学院に留学していたため、所定の手続ができなかった者は、

帰国後、該授業科目の担当教員の承認を受けて、留学前に履修申告した授業科目を、引き

続き履修することができる。 

 

（単位修得の認定） 

第３０条 単位修得の認定は、授業科目の担当教員が、試験又は研究報告の審査の成績によ

り行う。 

 

（成績） 
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第３１条 試験又は研究報告の審査の成績は、１００点を満点とする点数により表示し、６０

点以上を合格とする。 

２ 前項の素点の成績を評語をもって表すときは、次のとおりとする。 

(1)  Ｓ  ９５～１００点 

(2)  Ｓ-   ９０～ ９４点 

(3)  Ａ+   ８７～ ８９点 

(4)  Ａ  ８３～ ８６点 

(5)  Ａ-   ８０～ ８２点 

(6)  Ｂ+   ７７～ ７９点 

(7)  Ｂ    ７３～ ７６点 

(8)  Ｂ-   ７０～ ７２点 

(9)  Ｃ    ６６～ ６９点 

(10) Ｃ-    ６０～ ６５点 

(11) Ｆ    ０～５９点及び未受験 

 

（博士の学位論文） 

第３２条 博士課程の学生は、博士の学位論文を指導教員又は指導教員グループの承認を得

て、教育部長に提出しなければならない。 

２ 学位論文は、所定の単位数を修得した者でなければ提出することができない。 

 

（最終試験） 

第３３条 博士課程の最終試験を受験することができる者は、博士の学位論文の審査を終了

した者でなければならない。 

 

第４章 雑則 

 

（その他の事項） 

第３４条 この細則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

  附 則 

１ この細則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、平成２８年３月３１日以前に山梨大学大学院医学工学総合教

育部に入学し、引き続き在学する者については、従前の例による。 

３ 山梨大学大学院医学工学総合教育部規程（平成１６年４月１日制定）は廃止する。 
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別表１（山梨大学大学院医工農学総合教育部細則第２条関係） 

 

 

大学院医工農学総合教育部修士課程履修基準表 

 

 

【生命医科学専攻】 

専攻名 科目区分 必修・選択の別 授業区分 必要単位数 

生命医科学

専攻 

大学院共通科目 
必  修 講  義 １単位 

選択必修 講  義 １単位 

医科学基礎 
必  修 

講  義 １０単位 

特別研究 特別研究 １２単位 

生命医科学関連 

社会医学関連 

応用医科学関連 

トランスレーショナル関連 

選択必修 講  義 ４単位以上 

関連科目 選  択 講  義 指定なし 

上記のうちいずれか 選  択 講  義 ２単位以上 

合     計 ３０単位以上 

（注） 

１．大学院共通科目２単位以上、医科学基礎１０単位、特別研究１２単位、生命科学関連・社会

医学関連・応用医科学関連・トランスレーショナル関連から４単位以上、合計３０単位以上を

取得しなければならない。 

２．関連科目は、他専攻・コースによる開講科目である。 

３．別表２に特別な指定がある場合は、これに従い上記の単位を履修すること。 

 

 

 

【看護学専攻】、【工学専攻】、【生命環境学専攻】 省略 

 

  



  

41 

別表２（山梨大学大学院医工農学総合教育部細則第３条関係） 
 

 修 士 課 程 
 

大学院共通科目 

科目番号 授  業  科  目 単位数 備 考 

ＧＳＣ５０１ 

ＧＳＣ５０２ 

ＧＳＣ５０３ 

科学者倫理 

キャリアマネジメント 

サイエンスコミュニケーション 

１ 

１ 

１ 

● 

○ 

○ 

（注） 

１．備考欄中の●印は必修科目を示す。 

２．備考欄中の○印は選択科目で、１単位以上を修得しなければならない。 

  （工学専攻グリーンエネルギー変換工学特別教育プログラムを除く） 
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【生命医科学専攻】 

科目番号 
科目 

区分 
授  業  科  目 単位数 備 考 

ＧＭＣ５００ 

ＧＭＣ５０１ 

ＧＭＣ５０２ 

ＧＭＣ５０３ 

ＧＭＣ５０４ 

ＧＭＣ５０５ 

医
科
学
基
礎 

人体形態・機能学概論 

人体病態学概論 

社会医学概論 

臨床医学概論 

生命倫理概論 

実験動物学・動物倫理学概論 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

１ 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

ＧＬＭ５００ 

ＧＬＭ５０１ 

生
命
医
科
学
関
連 

生命科学特論Ⅰ（形態機能学） 

生命科学特論Ⅱ（病態制御学） 

２ 

２ 

○ 

○ 

ＧＳＭ５００ 

ＧＳＭ５０１ 

社
会
医
学
関
連 

社会医学特論Ⅰ 

社会医学特論Ⅱ 

２ 

２ 

○ 

○ 

ＧＡＭ５００ 

ＧＡＭ５０１ 

ＧＡＭ５０２ 

ＧＡＭ５０３ 

応
用
医
科
学
関
連 

先進医科学特論Ⅰ（先進医療・内科） 

先進医科学特論Ⅱ（先進医療・外科） 

先進医科学特論Ⅲ（先進医療技術・医療システム） 

精神神経医学・臨床倫理学・臨床心理学特論 

２ 

２ 

２ 

２ 

○ 

○ 

○ 

○ 

ＧＢＴ５００ 

ＧＢＴ５０１ 

ＧＢＴ５０２ 

ＧＢＴ５０３ 

ト
ラ
ン
ス
レ
ー

シ
ョ
ナ
ル
関
連 

創薬・医療技術開発学特論 

心理健康科学特論 

健康公共政策概論 

インターンシップ 

２ 

２ 

２ 

１ 

○ 

○ 

○ 

ＧＴＪ５０９ 

ＧＴＫ５０１ 

ＧＴＫ５０５ 

ＧＬＢ５０５ 

ＧＬＢ５０６ 

ＧＬＢ５０８ 

関
連
科
目 

医療・福祉機器特論 

大規模離散構造処理額特論 

機械学習特論 

生命情報学特論 

細胞生産プロセス工学特論 

発生制御学特論 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

２ 

 

ＧＭＣ６００ 特別研究 １２ ● 

（注） 

１．備考欄中の●印は必修科目で、そのすべての単位を修得しなければならない。 

２．備考欄中の○印は選択必修科目で、４単位以上を修得しなければならない。 

 

 

 

【看護学専攻】、【工学専攻】、【生命環境学専攻】 省略 
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別表４（山梨大学大学院医工農学総合教育部細則第１９条関係） 

 

大学院医工農学総合教育部博士課程履修基準表 

 
＜４年博士課程＞ 

専 攻 名 必修・選択の別 授 業 区 分 必要単位数 

先進医療科学専攻 

生体制御学専攻 

必  修 講 義 １０単位 

選択必修 
講 義 ２単位 

演習及び実験 ６単位 

選  択 
講    義， 

演習及び実験 １２単位以上 

合       計 ３０単位以上 

  （注）必修科目は入学した専攻から履修しなければならない。 

  （注）選択必修は，研究テーマに関連する科目を履修するものとする。 

 

 

＜３年博士課程＞ 

 

専 攻 名 コース名 必修・選択の別 授業区分 必要単位数 

人間環境医工学

専攻 

生命情報シス

テム学コース 

 

必  修 

講 義 ２単位 

特 別 演 習 Ⅰ ２単位 

特 別 演 習 Ⅱ ２単位 

選択必修 

講 義 Ｃ  ２単位 

講義Ａ及びＡ・Ｂ， 

又は講義 B 及び A・B 
 ４単位 

選  択 
  講    義， 

演習及び実験 
 ２単位以上 

合       計 １４単位以上 

生体環境学コ

ース 

必  修 講 義 ２単位 

 
選択必修 

講 義 Ｃ  ２単位 

講 義 D   ２単位 

演習及び実験 D  ６単位 

選  択 
  講    義， 

演習及び実験 
 ２単位以上 

合       計 １４単位以上 

 １ 選択必修は研究テ－マに関連するものとする。ただし，生体環境学コ－スの選択必

修は，研究テーマに関連する科目を履修するものとする。 

２ 生命情報システム学コースの「講義Ａ」は医工学関連科目，「講義 B」は情報科学関

連科目，「講義Ａ・Ｂ」は医工学及び情報科学両方の関連科目であり，「講義Ｃ」は生

命情報システム学コース及び生体環境学コース両方の選択必修科目，生体環境学コー

スの「講義 D」，「演習及び実験Ｄ」は医科学関連科目である。 

３ 生命情報システム学コースの「特別演習Ⅰ」は，研究テーマに直接関係する分野の

基礎的な文献の調査・研究を行うゼミナール形式の演習であり，「特別演習Ⅱ」は，研

究テーマに直接関係する分野の最新の文献の調査・研究を行うゼミナール形式の演習

である。 

 

【ヒューマンヘルスケア学専攻】、【機能材料システム工学専攻】、【情報機能システム工学専攻】、

【環境社会創生工学専攻】、【グリーンエネルギー変換工学特別教育プログラム】 省略 
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別表５（山梨大学大学院医工農学総合教育部細則第２０条関係） 

 

＜４年博士課程＞ 

【先進医療科学専攻】 

科目番号 授  業  科  目 単位数 備 考 

４１００１０ 

４１１０００ 

４１１０１０ 

４１１０２０ 

４１１０３０ 

４１１０８０ 

４１１０９０ 

４１１０９５ 

４１１１２０ 

４１１１３０ 

４１１１３５ 

４１１１４０ 

４１１１５０ 

４１１１５５ 

４１１１８０ 

４１１１９０ 

４１１１９５ 

４１１２２０ 

４１１２３０ 

４１１２３５ 

４１１２４０ 

４１１２５０ 

４１１２５５ 

４１１２８０ 

４１１２９０ 

４１１２９５ 

４１１３００ 

４１１３１０ 

４１１３１５ 

４１１３２０ 

４１１３３０ 

４１１３３５ 

４１１３４０ 

４１１３５０ 

４１１３５５ 

４１１３８０ 

４１１３９０ 

４１１３９５ 

生命倫理学・環境心理学特論 

臨床腫瘍学概論 

分子病態学概論 

画像医学概論 

生体再建学概論 

内分泌病理学特論 

内分泌病理学演習及び実験（演習） 

内分泌病理学演習及び実験（実験） 

小児病態学特論 

小児病態学演習及び実験（演習） 

小児病態学演習及び実験（実験） 

視覚障害特論 

視覚障害演習及び実験（演習） 

視覚障害演習及び実験（実験） 

分子生殖医学特論 

分子生殖医学演習及び実験（演習） 

分子生殖医学演習及び実験（実験） 

神経内科学特論 

神経内科学演習及び実験（演習） 

神経内科学演習及び実験（実験） 

微小神経電図法特論 

微小神経電図法演習及び実験（演習） 

微小神経電図法演習及び実験（実験） 

分子内分泌学特論 

分子内分泌学演習及び実験（演習） 

分子内分泌学演習及び実験（実験） 

実験動物学特論 

実験動物学演習及び実験（演習） 

実験動物学演習及び実験（実験） 

画像診断学特論 

画像診断学演習及び実験（演習） 

画像診断学演習及び実験（実験） 

MRI 診断学特論 

MRI 診断学演習及び実験（演習） 

MRI 診断学演習及び実験（実験） 

外科的画像診断学特論 

外科的画像診断学演習及び実験（演習） 

外科的画像診断学演習及び実験（実験） 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

● 

● 

● 

● 

● 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 
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４１１４２０ 

４１１４３０ 

４１１４３５ 

４１１４４０ 

４１１４５０ 

４１１４５５ 

４１１５２０ 

４１１５３０ 

４１１５３５ 

４１１５６０ 

４１１５７０ 

４１１５７５ 

４１１５８０ 

４１１５９０ 

４１１５９５ 

４１１６２０ 

４１１６３０ 

４１１６３５ 

４１１６４０ 

４１１６５０ 

４１１６５５ 

４１１６８０ 

４１１６９０ 

４１１６９５ 

４１１７００ 

４１１７１０ 

４１１７１５ 

４１１７２０ 

４１１７３０ 

４１１７３５ 

４１１７４０ 

４１１７５０ 

４１１７５５ 

４１１７５６ 

４１１７５７ 

４１１７５８ 

４１１７５９ 

４１１７６０ 

４１１７７０ 

４１１７７５ 

４１１７８０ 

４１１７９０ 

４１１７９５ 

運動器官再建術特論 

運動器官再建術演習及び実験（演習） 

運動器官再建術演習及び実験（実験） 

顎口腔領域再建術特論 

顎口腔領域再建術演習及び実験（演習） 

顎口腔領域再建術演習及び実験（実験） 

人工肝臓学特論 

人工肝臓学演習及び実験（演習） 

人工肝臓学演習及び実験（実験） 

上気道粘膜免疫・アレルギー学特論 

上気道粘膜免疫・アレルギー学演習及び実験（演習） 

上気道粘膜免疫・アレルギー学演習及び実験（実験） 

心臓血管外科学特論 

心臓血管外科学演習及び実験（演習） 

心臓血管外科学演習及び実験（実験） 

癌免疫細胞治療学特論 

癌免疫細胞治療学演習及び実験（演習） 

癌免疫細胞治療学演習及び実験（実験） 

婦人科腫瘍学特論 

婦人科腫瘍学演習及び実験（演習） 

婦人科腫瘍学演習及び実験（実験） 

循環分子病理学特論 

循環分子病理学演習及び実験（演習） 

循環分子病理学演習及び実験（実験） 

下部尿路機能障害特論 

下部尿路機能障害演習及び実験（演習） 

下部尿路機能障害演習及び実験（実験） 

小児神経学特論 

小児神経学演習及び実験（演習） 

小児神経学演習及び実験（実験） 

血液内科学特論 

血液内科学演習及び実験（演習） 

血液内科学演習及び実験（実験） 

基礎腫瘍学 

臨床腫瘍学Ⅰ 

臨床腫瘍学Ⅱ 

臨床腫瘍学Ⅲ 

救急集中治療医学特論 

救急集中治療医学演習及び実験（演習） 

救急集中治療医学演習及び実験（実験） 

小児血液学特論 

小児血液学演習及び実験（演習） 

小児血液学演習及び実験（実験） 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

３ 

３ 

３ 

３ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 
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４１１８００ 

４１１８０１ 

４１１８０２ 

４１１８１０ 

４１１８１１ 

４１１８１２ 

４１１８２０ 

４１１８２１ 

４１１８２２ 

４１１８３０ 

４１１８３１ 

４１１８３２ 

４１１８４０ 

４１１８４１ 

４１１８４２ 

４１１８５０ 

４１１８５１ 

４１１８５２ 

４１１８６０ 

４１１８６１ 

４１１８６２ 

４１１８６３ 

４１１８７０ 

４１１８７１ 

４１１８７２ 

４１１８８０ 

４１１８８１ 

４１１８８２ 

４１１８９０ 

４１１８９１ 

４１１８９２ 

４１１９００ 

４１１９０１ 

４１１９０２ 

４１１９１０ 

４１１９１１ 

４１１９１２ 

臨床神経学特論 

臨床神経学演習及び実験（演習） 

臨床神経学演習及び実験（実験） 

臨床精神医学特論 

臨床精神医学演習及び実験（演習） 

臨床精神医学演習及び実験（実験） 

児童精神医学特論 

児童精神医学演習及び実験（演習） 

児童精神医学演習及び実験（実験） 

筋疾患学特論 

筋疾患学演習及び実験（演習） 

筋疾患学演習及び実験（実験） 

分子神経遺伝学特論 

分子神経遺伝学演習及び実験（演習） 

分子神経遺伝学演習及び実験（実験） 

発達神経病理学 

発達神経病理学演習及び実験（演習） 

発達神経病理学演習及び実験（実験） 

基礎腫瘍学（がんプロ） 

臨床腫瘍学Ⅰ（がんプロ） 

臨床腫瘍学Ⅱ（がんプロ） 

臨床腫瘍学Ⅲ（がんプロ） 

内視鏡治療学特論 

内視鏡治療学演習及び実験（演習） 

内視鏡治療学演習及び実験（実験） 

睡眠医学特論 

睡眠医学演習及び実験（演習） 

睡眠医学演習及び実験（実験） 

小児神経学特論 

小児神経学演習及び実験（演習） 

小児神経学演習及び実験（実験） 

放射線腫瘍学特論 

放射線腫瘍学演習及び実験（演習） 

放射線腫瘍学演習及び実験（実験） 

消化器手術後の再建特論 

消化器手術後の再建演習及び実験（演習） 

消化器手術後の再建演習及び実験（実験） 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

（注）１．備考欄中の●印は必修科目で，その全ての単位を修得しなければならない。 

   ２．備考欄中の★印は選択必修科目で，研究テーマに関連する特論，演習及び実験の単位

を修得するものとする。 

   ３．生体制御学専攻の★印の科目及び人間環境医工学専攻生体環境学コースのＤの科目を

修得した場合は，選択科目の単位として取り扱う。 
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【生体制御学専攻】 

科目番号 授  業  科  目 単位数 備 考 

４１００１０ 

４１２０００ 

４１２０１１ 

４１２０２０ 

４１２０３０ 

４１２０６０ 

４１２０７０ 

４１２０７５ 

４１２０８０ 

４１２０９０ 

４１２０９５ 

４１２２２０ 

４１２２３０ 

４１２２３５ 

４１２２６０ 

４１２２７０ 

４１２２７５ 

４１２２８０ 

４１２２９０ 

４１２２９５ 

４１２３００ 

４１２３１０ 

４１２３１５ 

４１２３４０ 

４１２３５０ 

４１２３５５ 

４１２４００ 

４１２４１０ 

４１２４１５ 

４１２４２０ 

４１２４３０ 

４１２４３５ 

４１２４６０ 

４１２４７０ 

４１２４７５ 

４１２４８０ 

４１２４９０ 

４１２４９５ 

４１２５００ 

４１２５１０ 

４１２５１５ 

４１２５２０ 

４１２５３０ 

４１２５３５ 

生命倫理学・環境心理学特論 

細胞生物学概論 

細胞・組織機能概論 

社会生命医学概論 

医用情報学概論 

分子老化学特論 

分子老化学演習及び実験（演習） 

分子老化学演習及び実験（実験） 

ナノバイオサイエンス特論 

ナノバイオサイエンス演習及び実験（演習） 

ナノバイオサイエンス演習及び実験（実験） 

自律神経統合特論 

自律神経統合演習及び実験（演習） 

自律神経統合演習及び実験（実験） 

心臓循環器系作用薬特論 

心臓循環器系作用薬演習及び実験（演習） 

心臓循環器系作用薬演習及び実験（実験） 

麻酔管理法特論 

麻酔管理法演習及び実験（演習） 

麻酔管理法演習及び実験（実験） 

呼吸循環学特論 

呼吸循環学演習及び実験（演習） 

呼吸循環学演習及び実験（実験） 

血液遺伝学特論 

血液遺伝学演習及び実験（演習） 

血液遺伝学演習及び実験（実験） 

病院運営管理学特論 

病院運営管理学演習及び実験（演習） 

病院運営管理学演習及び実験（実験） 

診療支援システム特論 

診療支援システム演習及び実験（演習） 

診療支援システム演習及び実験（実験） 

非線形解析学特論 

非線形解析学演習及び実験（演習） 

非線形解析学演習及び実験（実験） 

製剤設計学特論 

製剤設計学演習及び実験（演習） 

製剤設計学演習及び実験（実験） 

薬物動態学特論 

薬物動態学演習及び実験（演習） 

薬物動態学演習及び実験（実験） 

法医学概論及び特論 

法医学演習及び実験（演習） 

法医学演習及び実験（実験） 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

● 

● 

● 

● 

● 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 
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４１２５４０ 

４１２５５０ 

４１２５５５ 

４１２５６０ 

４１２５７０ 

４１２５７５ 

４１２６００ 

４１２６１０ 

４１２６１５ 

４１２６２０ 

４１２６３０ 

４１２６３５ 

４１２６４０ 

４１２６５０ 

４１２６５５ 

４１２６８０ 

４１２６９０ 

４１２６９５ 

４１２７００ 

４１２７１０ 

４１２７１５ 

４１２７２０ 

４１２７３０ 

４１２７３５ 

４１２７４０ 

４１２７４１ 

４１２７４２ 

４１２７５０ 

４１２７５１ 

４１２７５２ 

４１２７６０ 

４１２７６１ 

４１２７６２ 

４１２７７０ 

４１２７７１ 

４１２７７２ 

神経薬理学特論 

神経薬理学演習及び実験（演習） 

神経薬理学演習及び実験（実験） 

神経細胞生物学特論 

神経細胞生物学演習及び実験（演習） 

神経細胞生物学演習及び実験（実験） 

分子細胞生物学特論 

分子細胞生物学演習及び実験（演習） 

分子細胞生物学演習及び実験（実験） 

細胞生化学特論 

細胞生化学演習及び実験（演習） 

細胞生化学演習及び実験（実験） 

生化学第２特論 

生化学第２演習及び実験（演習） 

生化学第２演習及び実験（実験） 

応用医療統計学特論 

応用医療統計学演習及び実験（演習） 

応用医療統計学演習及び実験（実験） 

臨床研究の実際 

臨床研究の実際演習及び実験（演習） 

臨床研究の実際演習及び実験（実験） 

細胞機能形態学 

細胞機能形態学演習及び実験（演習） 

細胞機能形態学演習及び実験（実験） 

神経発生生物学 

神経発生生物学演習及び実験（演習） 

神経発生生物学演習及び実験（実験） 

病態脳科学特論 

病態脳科学演習及び実験（演習） 

病態脳科学演習及び実験（実験） 

発生遺伝学特論 

発生遺伝学演習及び実験（演習） 

発生遺伝学演習及び実験（実験） 

構造生物学特論 

構造生物学演習及び実験（演習） 

構造生物学演習及び実験（実験） 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

（注）１．備考欄中の●印は必修科目で，その全ての単位を修得しなければならない。 

   ２．備考欄中の★印は選択必修科目で，研究テーマに関連する特論，演習及び実験の単位

を修得するものとする。 

   ３．先進医療科学専攻の★印の科目及び人間環境医工学専攻生体環境学コースのＤの科目

を修得した場合は，選択科目の単位として取り扱う。 
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＜３年博士課程＞ 

 

【人間環境医工学専攻：生体環境学コース】 

科目番号 授  業  科  目 単位数 選択指定科目 

４１０５１０ 

４１０６２０ 

４１０６３０ 

４１０６４０ 

４１０６５０ 

４１０６１０ 

４１５０２０ 

４１５０３０ 

４１５０３５ 

４１５０４０ 

４１５０５０ 

４１５０５５ 

４１５０６０ 

４１５０７０ 

４１５０７５ 

４１５１００ 

４１５１１０ 

４１５１１５ 

４１５１４０ 

４１５１５０ 

４１５１５５ 

４１５１８０ 

４１５１９０ 

４１５１９５ 

４１５２００ 

４１５２１０ 

４１５２１５ 

４１５２２０ 

４１５２３０ 

４１５２３５ 

４１５２５６ 

４１５２５７ 

４１５２５８ 

４１５２７６ 

４１５２７７ 

４１５２７８ 

４１５２８０ 

４１５２９０ 

４１５２９５ 

４１５３００ 

４１５３１０ 

４１５３１５ 

４１５３２０ 

４１５３３０ 

４１５３３５ 

生命倫理学・環境心理学特論 

社会環境医学概論 

分子医学概論 

生体防御学概論 

神経科学概論 

人間医工学概論 

神経内分泌学特論 

神経内分泌学演習及び実験（演習） 

神経内分泌学演習及び実験（実験） 

血管生物学特論 

血管生物学演習及び実験（演習） 

血管生物学演習及び実験（実験） 

循環病態学特論 

循環病態学演習及び実験（演習） 

循環病態学演習及び実験（実験） 

生理活性脂質特論 

生理活性脂質演習及び実験（演習） 

生理活性脂質演習及び実験（実験） 

感染症防御機構特論 

感染症防御機構演習及び実験（演習） 

感染症防御機構演習及び実験（実験） 

発展途上国感染症学特論 

発展途上国感染症学演習及び実験（演習） 

発展途上国感染症学演習及び実験（実験） 

肝炎ウィルス病態学特論 

肝炎ウィルス病態学演習及び実験（演習） 

肝炎ウィルス病態学演習及び実験（実験） 

皮膚免疫学特論 

皮膚免疫学演習及び実験（演習） 

皮膚免疫学演習及び実験（実験） 

臨床神経生理学特論 

臨床神経生理学演習及び実験（演習） 

臨床神経生理学演習及び実験（実験） 

精神薬理学特論 

精神薬理学演習及び実験（演習） 

精神薬理学演習及び実験（実験） 

高次神経機能学特論 

高次神経機能学演習及び実験（演習） 

高次神経機能学演習及び実験（実験） 

神経制御特論 

神経制御演習及び実験（演習） 

神経制御演習及び実験（実験） 

脳神経外科学特論 

脳神経外科学演習及び実験（演習） 

脳神経外科学演習及び実験（実験） 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

－ 

Ｃ 

Ｃ 

Ｃ 

Ｃ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 
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４１５３４０ 

４１５３５０ 

４１５３５５ 

４１５３６０ 

４１５３７０ 

４１５３７５ 

４１５４２０ 

４１５４３０ 

４１５４４０ 

４１５４５０ 

４１５４５１ 

４１５４５２ 

４１５４７０ 

４１５５００ 

４１５５１０ 

４１５５１５ 

４１５５２０ 

４１５５３０ 

４１５５３５ 

４１５５４０ 

４１５５５０ 

４１５５５５ 

４１５５６０ 

４１５５７０ 

４１５５７５ 

４１５５８０ 

４１５５９０ 

４１５５９５ 

４１５６２０ 

４１５６３０ 

４１５６３５ 

４１５６３９ 

４１５６４０ 

４１５６４５ 

４１５６６０ 

４１５６７０ 

４１５６７５ 

４１５６８０ 

４１５６９０ 

４１５６９５ 

４１５７００ 

４１５７１０ 

４１５７１５ 

４１５７２０ 

４１５７３０ 

４１５７３５ 

４１５７４０ 

４１５７４１ 

４１５７４２ 

分子遺伝疫学特論 

分子遺伝疫学演習及び実験（演習） 

分子遺伝疫学演習及び実験（実験） 

糖尿病学特論 

糖尿病学演習及び実験（演習） 

糖尿病学演習及び実験（実験） 

音声学・音韻論特論 

社会臨床心理学特論 

発達精神病理学特論 

身体運動医科学特論 

身体運動医科学演習 

身体運動医科学実験 

地域保健学特論 

エピジェネティクス医学特論 

エピジェネティクス医学演習及び実験（演習） 

エピジェネティクス医学演習及び実験（実験） 

シグナル伝達研究特論 

シグナル伝達研究演習及び実験（演習） 

シグナル伝達研究演習及び実験（実験） 

遺伝子工学特論 

遺伝子工学演習及び実験（演習） 

遺伝子工学演習及び実験（実験） 

細胞間コミュニケーション特論 

細胞間コミュニケーション演習及び実験（演習） 

細胞間コミュニケーション演習及び実験（実験） 

呼吸器病態学特論 

呼吸器病態学演習及び実験（演習） 

呼吸器病態学演習及び実験（実験） 

応用免疫学特論 

応用免疫学演習及び実験（演習） 

応用免疫学演習及び実験（実験） 

臨床倫理学特論 

臨床倫理学演習及び実験（演習） 

臨床倫理学演習及び実験（実験） 

認知・行動生理特論 

認知・行動生理演習及び実験（演習） 

認知・行動生理演習及び実験（実験） 

老年精神医学特論 

老年精神医学演習及び実験（演習） 

老年精神医学演習及び実験（実験） 

分子神経化学特論 

分子神経化学演習及び実験（演習） 

分子神経化学演習及び実験（実験） 

細胞環境学特論 

細胞環境学演習及び実験（演習） 

細胞環境学演習及び実験（実験） 

機能性精神疾患特論 

機能性精神疾患演習及び実験（演習） 

機能性精神疾患演習及び実験（実験） 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 
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４１５７５０ 

４１５７５１ 

４１５７５２ 

４１５７６０ 

４１５７６１ 

４１５７６２ 

４１５７７０ 

４１５７７１ 

４１５７７２ 

４１５７８０ 

４１５７８１ 

４１５７８２ 

４１５７９０ 

４１５７９１ 

４１５７９２ 

４１５８００ 

４１５８０１ 

４１５８０２ 

４１５８１０ 

４１５８１１ 

４１５８１２ 

４１５８２０ 

４１５８２１ 

４１５８２２ 

４１５８３０ 

４１５８３１ 

４１５８３２ 

４１５８４０ 

４１５８４１ 

４１５８４２ 

精神心臓病学特論 

精神心臓病学演習及び実験（演習） 

精神心臓病学演習及び実験（実験） 

不安関連障害特論 

不安関連障害演習及び実験（演習） 

不安関連障害演習及び実験（実験） 

教育･文化心理学 

教育･文化心理学演習及び実験（演習） 

教育･文化心理学演習及び実験（実験） 

精神療法 

精神療法演習及び実験（演習） 

精神療法演習及び実験（実験） 

精神科リハビリテーション 

精神科リハビリテーション演習及び実験（演習） 

精神科リハビリテーション演習及び実験（実験） 

心身医学 

心身医学演習及び実験（演習） 

心身医学演習及び実験（実験） 

腎臓内科学特論 

腎臓内科学演習及び実験（演習） 

腎臓内科学演習及び実験（実験） 

筋疾患治療学特論 

筋疾患治療学演習及び実験（演習） 

筋疾患治療学演習及び実験（実験） 

知覚･認知神経科学特論 

知覚･認知神経科学演習及び実験（演習） 

知覚･認知神経科学演習及び実験（実験） 

数理科学特論 

数理科学演習及び実験（演習） 

数理科学演習及び実験（実験） 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

４ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ 

（注）１．生命倫理学・環境心理学特論は必修科目で，その単位を修得しなければならない。 

   ２．選択指定科目 C は専攻選択必修科目で，２単位以上を修得しなければならない。 

   ３．選択指定科目 D は選択必修科目で，研究テーマに関連する特論，演習及び実験の単

位を修得するものとする。 

   ４．先進医療科学専攻及び生体制御学専攻の★印の科目を修得した場合は，選択科目の

単位として取り扱う。 

 

 

【ヒューマンヘルスケア学専攻】、【人間環境医工学専攻：生命情報システム学コース】、【機能材

料システム工学専攻】、【情報機能システム工学専攻】、【環境社会創生工学専攻】、【グリーンエネ

ルギー変換工学特別教育プログラム】 省略 
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９ 山梨大学大学院医工農学総合教育部修士課程生命医科学専攻履修

要項 

 

制 定 平成２８年 ４月 １日 

 

（趣旨） 

第１条 この要項には、山梨大学大学院医工農学総合教育部細則に定めるもののほか、修士課

程生命医科学専攻の履修に関して必要な事項を定める。 

 

（授業科目） 

第２条 授業科目は、大学院共通科目、専門科目に大別する。 

２ 専門科目は、医科学基礎、特別研究、生命科学関連、社会医学関連、応用医科学関連、ト

ランスレーショナル関連、関連科目に区分して開設する。 

 

（単位の基準） 

第３条 授業科目は、講義、演習、実習及び研究に区分して開講し、その単位の基準は次のと

おりとする。 

(1) 講義については、１５時間をもって１単位とする。 

(2) 演習については、１５時間をもって１単位とする。 

(3) 実習については、３０時間をもって１単位とする。 

(4) 研究については、３０時間をもって１単位とする。 

 

 

附 則 

１ この要項は、平成２８年４月１日から施行する。 
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10 山梨大学大学院医工農学総合教育部修士課程生命医科学専攻学位論文

審査要項 
制  定 平成２８年 ４月 １日 

 

１ 総  則 

 （目的） 

第１条 この要項は、山梨大学学位細則（以下「学位細則」という。）及び山梨大学大学院医工農学

総合教育部細則（以下「教育部細則」という。）に定めるもののほか、山梨大学大学院医工農学総

合教育部修士課程生命医科学専攻（以下「生命医科学専攻」という。）の学位審査等について、必

要な事項を定めることを目的とする。 

 

 （研究の進捗状況の確認） 

第２条 生命医科学専攻の学生は、研究の進捗状況の確認を受けなければならない。 

２ 前項の実施時期及び実施方法は、山梨大学大学院医工農学総合教育部修士課程生命医科学専攻委

員会（以下、「生命医科学専攻委員会」という。）が定めるものとする。 

 

 （学位審査の申請資格等） 

第３条 学位審査の申請は、所定の提出日において、山梨大学大学院学則（以下「大学院学則」とい

う。）第３７条に定める修了要件を、当該提出日に対応する修了日までに、具備できる見込みのあ

る者でなければならない。 

 

 （申請資格の審査） 

第４条 生命医科学専攻委員会において、次の各号に掲げる事項を審査する。 

（１） 在学年数 

（２） 単位修得状況 

（３） その他 

 

 （学位論文） 

第５条 学位論文は、原則として、単著とする。ただし、次の各号の条件を満たすものであれば、共

著の場合であっても差し支えない。 

（１）  学位論文の提出者が筆頭の著者であること。 

（２） 他の共著者から当該論文を学位論文として使用しても差し支えない旨の確約が得られてい

ること。 

（３） 他の共著者から当該論文を学位論文として学位授与の申請に使用しない旨の確約が得られ

ていること。 

（４） 学位論文の提出者が、その研究において、自ら担当した部分を明記した和文または英文の報

告書を作成して、研究及び学位論文作成において中心的な役割を果たしたことを明確にするこ

と。 

２ 前項第１号に規定する筆頭者には、共著論文における著者名がアルファベット順等特定の配列が

規定された学術誌の場合にあっては、学位申請者が主たる研究者であることを示す他の共著者の承

諾書（別記様式第４号）がある者とする。 

３ 学位論文は、次の各号のいずれかとする。ただし、第２号の場合においては当該雑誌掲載受理証

明書を添付すれば、投稿論文の原稿をもって代えることができる。 

（１） 未印刷公表の論文原稿 

（２） レフリー制の学術雑誌に掲載された論文別刷り 

 

 （学位論文等の提出） 

第６条 学位論文の審査を願い出る者は、次の各号に掲げる書類を指導教員の承認を得て、医工農学

総合教育部長（以下「教育部長」という。）に提出するものとする。 

（１）修士論文審査願（別記様式第１号）                   １部 

（２）修士論文                               ４部 

（３）論文目録（別記様式第２号）                      ４部 
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（４）論文内容要旨（別記様式第３号）                    ４部 

（５）学業成績証明書                            １部 

（６）指導教員の推薦書                           １部 

（７）参考論文がある場合は当該論文                     ４部 

（８）学位論文が共著論文である場合は当該承諾書（別記様式第４号）      １部 

（９）学位論文が共著論文である場合は自己の担当部分についての報告書     ４部 

２ 学位論文等の提出期限は、次の各号のいずれかとする。 

（１）３月修了の場合 １１月末日 

（２）９月修了の場合  ５月末日 

３ 教育部長は、学位論文等を受け付けたときは、その旨を生命医科学専攻委員会委員長に通知する。 

４ 同条２項に定める日が休日に当るときは、その前日を提出期限とする。 

 

 （論文審査委員会の設置及び論文審査委員の選出） 

第７条 教育部長は、受理した学位論文の審査を山梨大学大学院医工農学総合教育部教授会（以下、

「教授会」という。）に付託する。教授会は、申請者ごとに論文審査委員会を設けて審査する。 

２ 生命医科学専攻委員会委員長は、前条第３項の通知に基づき、論文審査委員会の委員候補者とし

て、生命医科学専攻の専任教員のうちから、当該学位論文に係る指導教官員及び副指導教員以外の

教授１人以上を含む３人選出する。 

ただし、学位論文の審査のため必要があるときは、委員候補者に１人を限度として、他の専攻、

他の研究科、他の大学院又は研究所等の教員等を含むことができる。 

３ 生命医科学専攻委員会委員長は、委員候補者を生命医科学専攻委員会に報告する。 

４ 生命医科学専攻委員会は、前項の報告に基づいて審議し、その結果を教授会に提案する。 

５ 教授会は、前項の提案に基づき、論文審査委員を決定する。この場合において、論文審査委員の

中に他の研究科等の教員等を含むときは、その教員等の資格を教授会が判定するものとする。 

 

 （論文審査委員会委員長） 

第８条 教育部長は、教授会の議を経て、論文審査委員のうちから委員長を指名する。この場合にお

いて、委員長には、当該学位論文に係る指導教員及び副指導教員以外の生命医科学専攻委員会委員

をもって充てるものとする。 

 

 （学位論文の評価基準) 

第８条の２ 次の各号の評価基準に基づき学位論文を審査する。 

（１）論文のテーマの設定 

論文のテーマが、学術的意義、新規性及び当該分野に関する貢献を有するよう適切に設定さ

れていること。 

（２）論文の論理性 

  研究成果が論文のテーマに沿っており、論理の一貫性が保たれていること。 

（３）論文の記述と構成 

  論文の記述と構成が適切かつ体系的であり、その研究結果の分析と考察が整合性を持つこと。 

（４）研究の倫理 

国の倫理指針の対象となる研究については、該当する指針に基づいて実施されていること。

論文が捏造、改ざんのない公正なデータに基づき作成されていること。他者の論文等からの

剽窃がないこと。 

 

 （最終試験の通知） 

第９条 論文審査委員会は、学位細則第１１条に規定する最終試験を行う場合は、実施日の１４日前

までに本人に通知するものとする。 

 

 （学位論文公聴会） 

第１０条 論文審査委員会は、学位論文公聴会を公開で行うものとし、実施時期は原則として修士論

文審査前とする。 

 

 （修士論文審査等の結果の報告） 
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第１１条 論文審査委員会委員長は、修士論文審査及び最終試験の結果を審査結果報告書（別記様式

第５号）により、教授会に報告する。 

 

 （学位授与の判定） 

第１２条 教授会は、前条の報告に基づき、学位授与の可否について、審議し、教育部長に報告する。 

 

 （学位の授与） 

第１３条 修士課程を修了する者に係る学位記の授与は、３月及び９月とする。 

 

 （修士論文の再提出） 

第１４条 学位を授与された者は、修士論文に表紙をつけて製本したもの２部を修了時までに教育部

長に提出するものとする。 

 

 （その他） 

第１５条 その他必要な事項は、生命医科学専攻委員会の議を経て、生命医科学専攻委員会が定める。 

 

   附 則 

  

１ この要項は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に山梨大学大学院医学工学総合教育部に在学する者について

は、従前の例による。 

３ 修士課程医科学専攻学位論文審査要項（平成１６年４月１日制定）は廃止する。 



56 

11 山梨大学大学院医工農学総合教育部修士課程生命医科学専攻及び 

修士課程看護学専攻長期履修学生制度細則 

 

制  定 平成２８年 ４月 １日 

（趣旨） 

第１条 この細則は、山梨大学大学院学則（以下、「学則」という。）第１９条の２の規

定に基づき、山梨大学大学院医工農学総合教育部修士課程生命医科学専攻及び看護学専

攻（以下「修士」という。）の長期履修学生について、必要な事項を定める。 

 

（対象学生） 

第２条 長期履修学生は、職業を有している等の理由により学則第１８条第１項に規定す

る標準修業年限（以下「標準修業年限」という。）を超え、一定の期間にわたり計画的

に教育課程を履修し、修了することを希望する者を対象とする。 

 

（長期履修期間） 

第３条 長期履修学生の履修期間は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）入学者のうち長期履修学生として認められた者については、標準修業年限を含めて

３年又は４年とする。 

（２）在学途中から長期履修学生として認められた者については、標準修業年限の未修学

年数の２倍に相当する年数以内とする。 

（３）学年の途中から長期履修学生となることはできない。 

 

（申請の手続き） 

第４条 長期履修を希望する者は、次の各号に掲げる書類を学長に提出するものとする。 

（１）長期履修学生申請書（別紙様式１） 

（２）在職等証明書（様式は定めない） 

２ 前項各号に定める書類の提出期間は、原則として次の各号に掲げる日までとする。 

（１）入学資格を有する者は、原則として入学手続き時に、前項に規定する書類を提出す

るものとする。 

（２）在学生で希望する者は、長期履修開始前の２月末日までとする。 

 

（長期履修期間の変更） 

第５条 許可された長期履修期間の延長又は短縮は１回限りとし、希望する者は適用前の

２月末日までに、長期履修期間変更申請書（別紙様式２）を学長に提出しなければなら

ない。 

 

（在学年限） 

第６条 長期履修学生の在学年限は、許可された長期履修期間に２年を加えた年数を超え

ることができない。 

 

（許可） 

第７条 長期履修の可否については、山梨大学大学院医工農学総合教育部教授会（以下「教
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育部教授会」という。）の議を経て、学長が決定する。  

 

（授業料の額） 

第８条 長期履修学生の授業料の年額は、次の各号のとおりとする。 

（１）履修期間３年 国立大学法人山梨大学授業料等に関する規程（以下「授業料等に関

する規程」という。）に定める年額の３分の２  

（２）履修期間４年 授業料等に関する規程に定める年額の４分の２  

（３）長期履修期間を終了した後、なお在学する者は授業料等に関する規程に定める年額 

（４）10円未満の端数がある場合は、これを切り上げる。 

２ 第５条の規定により長期履修期間の短縮を認めたときは、本来納付すべき授業料の総

額から、既に納付した授業料の合計額を差引いた金額を、残りの期間に応じ分割して徴

収するものとする。 

３ 長期履修学生が退学するときは、本来納付すべき授業料の総額から既に納付済みの授

業料の合計額を差引いた金額を、退学時に徴収するものとする。 

 

（資格の喪失） 

第９条 長期履修学生としての資格を喪失した場合は、速やかにその旨を学長に申し出な

ければならない。 

 

（雑則） 

第１０条 この細則に定めるもののほか、長期履修学生について必要な事項は、教育部教

授会が別に定める。 

 

附 則 

１ この細則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、平成２８年３月３１日以前に山梨大学大学院医学工学総

合教育部に入学し、引き続き在学する者については、従前の例による。 

３ 山梨大学大学院医学工学総合教育部修士課程生命医科学専攻及び修士課程看護学専 

攻長期履修学生制度要項（平成１８年７月１９日制定）は廃止する。 
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別紙様式１ 

 

山梨大学大学院医工農学総合教育部修士課程生命医科学専攻及び 

看護学専攻長期履修申請書 

 

 

 

山 梨 大 学 長 殿 

 

（申請者） 

専 攻 名              

学籍番号              

氏  名              

 

下記により、長期履修を申請します。  

 

 

１ 長期履修を必要とする理由  

 

 

 

 

 

 

 

２ 指導教員の意見  

 

 

 

 

 

 

指導教員氏名             印 

 

 

３ 長期履修の期間 

平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日（   年間） 

（入学者は、標準修業年限を含め、３年又は４年間とする。） 

（在学者は、標準修業年限の未修学年数の２倍に相当する年数内とする。） 
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別紙様式２ 

 

山梨大学大学院医工農学総合教育部修士課程生命医科学専攻及び 

看護学専攻長期履修期間変更申請書 

 

 

 

山 梨 大 学 長 殿  

 

（申請者） 

専 攻 名              

学籍番号              

氏  名              

 

下記により、長期履修の期間変更（ 延長 ・ 短縮 ）を申請します。 

 

 

１ 長期履修の期間変更を必要とする理由  

 

 

 

 

 

 

 

２ 指導教員の意見  

 

 

 

 

 

 

指導教員氏名             印 

 

３ 当初認定された長期履修期間  

平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日（   年間） 

 

４ 変更定の長期履修期間  

平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日（   年間） 
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12 山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程医学工学融合領域学位

論文審査要項 
制  定 平成２８年 ４月 １日 

 

 

１ 総  則 

（目的） 

第１条 この要項は、山梨大学学位細則（以下「学位細則」という。）及び山梨大学大学院医工農

学総合教育部細則（以下「教育部細則」という。）に定めるもののほか、山梨大学大学院医工農

学総合教育部博士課程医学工学融合領域の学位審査等について、必要な事項を定めることを目

的とする。 

 

 

２ 課程修了による博士の学位 

 

Ⅰ ヒューマンヘルスケア学専攻  

（略） 

 

Ⅱ 人間環境医工学専攻：生命情報システム学コース 

（略） 

 

Ⅲ 人間環境医工学専攻：生体環境学コース 

 

（研究の進捗状況の確認） 

第２９条 生体環境学コースの学生は、研究の進捗状況の確認を受けなければならない。 

２ 前項の実施時期及び実施方法は、医学工学融合領域生体環境学コース専門委員会（以下「生

体環境学コース専門委員会」という。）が定めるものとする。 

 

（学位審査の申請資格等） 

第３０条 学位審査の申請は、所定の提出日において、大学院学則第３９条に定める修了要件を、

当該提出日に対応する修了日までに、具備できる見込みのある者でなければならない。 

 

（申請資格の審査） 

第３１条 生体環境学コース専門委員会において、次の各号に掲げる事項を審査する。 

（１）在学年数 

（２）単位修得状況 

（３）その他 

 

（学位論文） 

第３２条 学位論文は、原則として、単著とする。ただし、次の各号の条件を満たすものであれ

ば、共著の場合であっても差し支えない。 

（１）学位論文の提出者が筆頭の著者であること。 

（２）他の共著者から当該論文を学位論文として使用しても差し支えない旨の確約が得られてい

ること。 

（３）他の共著者から当該論文を学位論文として学位授与の申請に使用しない旨の確約が得られ

ていること。 

（４）学位論文の提出者が、その研究において、自ら担当した部分を明記した和文または英文に

よる論文形式によって書かれた報告書を作成して、研究及び学位論文作成において中心的

な役割を果たしたことを明確にすること。 

２ 前項第１号に規定する筆頭者には、共著論文における著者名がアルファベット順等特定の配

列が規定された学術誌の場合にあっては、学位申請者が主たる研究者であることを示す他の共著
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者の承諾書（所定様式）がある者を含むものとする。 

３ 学位論文は、次の各号のいずれかとする。ただし、第２号の場合においては当該雑誌掲載受

理証明書を添付すれば、投稿論文の原稿をもって代えることができる。 

（１）未印刷公表の論文原稿 

（２）レフリー制の学術雑誌に掲載された論文別刷り 

 

（学位論文等の提出） 

第３３条 学位論文の審査を願い出る者は、次の各号に掲げる書類を指導教員の承認を得て、教

育部長に提出するものとする。 

（１）申請資格審査願（所定様式）                    １部 

（２）履歴書（所定様式）                        １部 

（３）在学証明書                            １部 

（４）成績証明書                            １部 

（５）博士論文審査願（所定様式）                    １部 

（６）博士論文                             ４部 

（７）論文目録（所定様式）                       ５部 

（８）論文内容要旨（所定様式）                     ５部 

（９）主指導教員の推薦書                        １部 

（10）参考論文がある場合は当該論文                   ４部 

（11）学位論文公表承諾書（所定様式） 又は 

   学位論文限定公表申請書（所定様式）                １部 

（12）学位論文が共著論文である場合は当該承諾書（所定様式）       １部 

（13）学位論文が共著論文である場合は自己の担当部分についての報告書   ５部 

２ 学位論文等の提出期限は、次の各号のいずれかとする。 

（１）３月修了の場合 １１月末日 

（２）９月修了の場合  ５月末日 

（３）上記以外の修了の場合 随時 

３ 教育部長は、学位論文等を受け付けたときは、その旨を医学工学融合領域生体環境学コース

専門委員会委員長（以下「生体環境学コース専門委員会委員長」という。）に通知する。 

４ 同条２項に定める日が休日に当るときは、その前日を提出期限とする。 

 

（論文審査委員会の設置及び論文審査委員の選出） 

第３４条 教育部長は、受理した学位論文の審査を教授会に付託する。教授会は、申請者ごとに

論文審査委員会を設けて審査する。 

２ 生体環境学委員会委員長は、前条第３項の通知に基づき、論文審査委員会の委員候補者とし

て、指導教員以外の医工農学総合教育部博士課程の専任教員を３人選出する。 

ただし、学位論文の審査のため必要があるときは、委員候補者に１人を限度として、他の研

究科、他の大学院又は研究所等の教員等を含むことができる。 

３ 生体環境学コース専門委員会委員長は、委員候補者を医学工学融合領域委員会に報告する。 

４ 医学工学融合領域委員会は、前項の報告に基づいて審議し、その結果を教授会に提案する。 

５ 教授会は、前項の提案に基づき、論文審査委員を決定する。この場合において、論文審査委

員の中に他の研究科等の教員等を含むときは、その教員等の資格を教授会が判定するものとす

る。 

 

（論文審査委員会委員長） 

第３５条 教育部長は、教授会の議を経て、論文審査委員のうちから委員長を指名する。この場

合において、委員長には、医工農学総合教育部博士課程の専任教授をもって充てるものとする。 

 

（学位論文の評価基準) 

第３５条の２ 次の各号の評価基準に基づき学位論文を審査する。 

（１）論文のテーマの設定 

   論文のテーマが、学術的意義、新規性及び当該分野に関する貢献を有するよう適切に設
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定されていること。 

（２）論文の論理性 

   研究成果が論文のテーマに沿っており、論理の一貫性が保たれていること。 

（３）論文の記述と構成 

   論文の記述と構成が適切かつ体系的であり、その研究結果の分析と考察が整合性を持つ

こと。 

（４）研究の倫理 

国の倫理指針の対象となる研究については、該当する指針に基づいて実施されているこ

と。論文が捏造、改ざんのない公正なデータに基づき作成されていること。他者の論文等

からの剽窃がないこと。 

 

（最終試験の通知） 

第３６条 論文審査委員会は、学位細則第１１条に規定する最終試験を行う場合は、実施日の１

４日前までに本人に通知するものとする。 

 

（学位論文公聴会） 

第３７条 論文審査委員会は、学位論文公聴会を公開で行うものとし、実施時期は原則として博

士論文審査前とする。 

 

（博士論文審査等の結果の報告） 

第３８条 論文審査委員会委員長は、博士論文審査等の結果を以下の書類により、教授会に報告

する。 

（１）博士論文審査の結果の要旨（所定様式） 

（２）最終試験の結果の要旨（所定様式） 

 

 

（学位授与の判定） 

第３９条 教授会は前条の報告に基づき、学位授与の可否について、審議し、議決する。 

 

（学位論文の公表） 

第４０条 学位細則第２１条の規定に基づく博士論文の公表は、博士の学位を授与された日から

１年以内に、当該博士の学位の授与に係る論文の全文を公表するものとし、公表にあたっては、

インターネットにより行うことを原則とする。 

ただし、やむを得ない事由がある場合には、学長の承認を受けて、当該博士の学位の授与に

係る論文の全文に代えてその内容を要約したものを公表することができる。 

 

 

３ 課程修了によらない学位 

 

Ⅰ ヒューマンヘルスケア学専攻 

（略） 

 

Ⅱ 人間環境医工学専攻：生命情報システム学コース 

（略） 

 

Ⅲ 人間環境医工学専攻：生体環境学コース 

 

（論文提出による学位の申請資格等） 

第６５条 学位細則第３条第５項の規定により学位の授与を申請することのできる者は、博士課

程の入学資格の有無にかかわらず、次の各号の一に該当する研究歴を有し、かつ、外国語に関

する学力を確認するために行う外国語試問に合格した者とする。 

（１）大学の医学部又は歯学部を卒業した者で、基礎医学においては５年以上、臨床医学におい
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ては６年以上の研究歴を有する者 

（２）大学の医学部又は歯学部以外の学部（短期大学を除く。）を卒業した者で、基礎医学におい

ては７年以上、臨床医学においては８年以上の研究歴を有する者 

（３）生体環境学コース専門委員会が前各号と同等以上と認めた者 

２ 前項に規定する研究歴とは、次に掲げるものとする。 

（１） 大学の専任職員として医学とかかわりの深い研究に従事した期間 

（２） 大学院の医学とかかわりの深い研究科等に在学した期間 

（３） 大学院の研究生として医学とかかわりの深い研究に従事した期間 

（４） 権威ある研究施設において、専任職員として研究に従事した期間 

（５） 生体環境学コース専門委員会が前各号と同等以上と認めた期間 

３ 前２項により研究歴を算定する場合は、本学における研究歴を２年以上必要とする。 

 

（申請資格の審査） 

第６６条 生体環境学コース専門委員会において、次の各号に掲げる事項を審査する。 

（１） 研究歴 

（２） 外国語試問合格の有無 

（３） その他 

 

（外国語試問） 

第６７条 外国語に関する学力の確認のために行う外国語試問の日時、場所その他必要な事項に

ついては、生体環境学コース専門委員会の議を経て、生体環境学コース専門委員会委員長が定

めるものとする。 

２ 生体環境学コース専門委員会委員長は、前項により試問の日時、場所その他必要な事項につ

いて定めたときは、試問実施日の１月前に公示し、当該実施日まで公示するものとする。 

３ 外国語試問は、大学院入学試験における外国語試問を活用することができる。 

 

第６８条 外国語試問を受けようとする者は、外国語試問受験願（所定様式）を医学域学務課に

提出するものとする。この場合において、指導教員の指導又は博士論文を紹介する教員の推薦

がある者については、当該教員の承諾を得た上で提出するものとする。 

 

第６９条 外国語試問合格者には、外国語試問合格証明書（所定様式）を交付する。 

 

（退学者の取扱い） 

第７０条 博士課程人間環境医工学専攻に３年以上在学し、所定の単位を修得して退学した者が、

再入学しないで論文提出による学位の審査を願い出たときは、学位細則第３条第５項の規定に

より学位の授与を申請したものとして取り扱う。 

 

（外国語試問の免除） 

第７１条 前条の願出が退学後３年以内である場合に限り、外国語試問を免除することができる。 

 

（学位論文） 

第７２条 第３２条の規定を準用する。 

 

（学位論文等の提出） 

第７３条 学位論文の審査を願い出る者は、次の各号に掲げる書類を指導教員又は博士論文を紹

介する教員の承認を得て、教育部長に提出するものとする。 

（１）申請資格審査願（所定様式）                    １部 

（２）履歴書（所定様式）                        １部 

（３）最終学歴の卒業（修了）証明書                   １部 

（４）研究歴証明書                           １部 

（５）外国語試問合格証明書（所定様式）                 １部 

（６）学位申請書（所定様式）                      １部 
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（７）博士論文                             ４部 

（８）論文目録（所定様式）                       ５部 

（９）論文内容要旨（所定様式）                     ５部 

（10）主指導教員の推薦書                        １部 

（11）参考論文がある場合は当該論文                   ４部 

（12）学位論文公表承諾書（所定様式） 又は 

学位論文限定公表申請書（所定様式）                １部 

（13）学位論文が共著論文である場合は当該承諾書（所定様式）       １部 

（14）学位論文が共著論文である場合は自己の担当部分についての報告書   ５部 

（15）学位論文審査手数料 

２ 学位論文等の提出の受付は随時とする。 

３ 教育部長は、学位論文等を受け付けたときは、その旨を生体環境学コース専門委員会委員長

に通知する。 

 

（論文審査委員会の設置及び論文審査委員の選出） 

第７４条 教育部長は、受理した学位論文の審査を教授会に付託する。教授会は、申請者ごとに

論文審査委員会を設けて審査する。 

２ 生体環境学コース専門委員会委員長は、前条第３項の通知に基づき、論文審査委員会の委員

候補者として、指導教員若しくは博士論文を紹介した教員以外の医工農学総合教育部博士課程

の専任教員を３人選出する。 

ただし、学位論文の審査のため必要があるときは、委員候補者に１人を限度として、他の研

究科、他の大学院又は研究所等の教員等を含むことができる。 

３ 生体環境学コース専門委員会委員長は、委員候補者を医学工学融合領域委員会に報告する。 

４ 医学工学融合領域委員会は、前項の報告に基づいて審議し、その結果を教授会に提案する。 

５ 教授会は、前項の提案に基づき、論文審査委員を決定する。この場合において、論文審査委

員の中に他の研究科等の教員等を含むときは、その教員等の資格を教授会が判定するものとす

る。 

 

（論文審査委員会委員長） 

第７５条 第３５条の規定を準用する。 

 

（学位論文の評価基準) 

第７５条の２ 第３５条の２の規定を準用する。 

 

（学力の確認の通知） 

第７６条 論文審査委員会は、学位細則第１２条に規定する学力の確認を行う場合は、実施日の

１４日前までに本人に通知するものとする。 

 

（学位論文公聴会） 

第７７条 第３７条の規定を準用する。 

 

（博士論文審査等の結果の報告） 

第７８条 論文審査委員会委員長は、博士論文審査等の結果を以下の書類により、教授会に報告

する。 

（１） 博士論文審査の結果の要旨（所定様式） 

（２） 専攻分野に関する学力の確認の結果の要旨（所定様式） 

 

（学位授与の判定） 

第７９条 教授会は、前条の報告に基づき、学位授与の可否について、審議し、議決する。 

 

（博士論文の公表） 

第８０条 第４０条の規定を準用する。 
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４ その他 

（その他の事項） 

第８１条 その他必要な事項は、医学工学融合領域委員会が定める。 

 

 

附 則 

１ この要項は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 平成２８年３月３１日以前に山梨大学大学院医学工学総合教育部博士課程医学工学融合領域

に入学し、引き続き在学する者については、従前の例による。 

３ 医学工学総合教育部博士課程医学工学融合領域学位論文審査要項（平成１６年４月１日制定）

は廃止する。 
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13 山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程医学工学融合領域人間環

境医工学専攻生体環境学コース学位審査実施要領 

 

制  定 平成２８年 ４月 １日 

 

（目的） 

第１条 この要領は、山梨大学学位細則（以下「学位細則」という。）及び山梨大学大学院医工農学

総合教育部博士課程医学工学融合領域学位審査要項（以下「学位審査要項」という。）に定めるも

ののほか、山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程人間環境医工学専攻生体環境学コースの学

位審査等について、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（研究の進捗状況の確認） 

第２条 学位審査要項第２９条に規定する研究の進捗状況の確認は、原則として４月入学生は翌年の

３月に、１０月入学生は翌年の９月に行う。 

２ 研究の進捗状況の確認を受ける者は、実施日の１ヶ月前までに博士論文研究計画の概要（所定様

式）を医学域学務課に提出するものとする。 

 

（外国語試問） 

第２条 学位審査要項第６８条及び第６９条に規定する外国語試問に関する書類は次のとおりとす

る。 

（１） 外国語試問受験願（別記様式第２号） 

（２） 外国語試問合格証明書（別記様式第３号） 

第３条 外国語試問は、大学院入学試験における外国語試験を活用することができる。 

 

（課程博士の学位論文等の提出書類） 

第４条 学位審査要項第３３条の規定により学位論文の審査を願い出る場合は、次の各号に掲げる書

類を提出するものとする。 
（１）申請資格審査願（別記様式第４号の１）                      １部 
（２）履歴書（別記様式第５号）                            １部 
（３）在学証明書（所定様式）                             １部 
（４）成績証明書（所定様式）                             １部 
（５）博士論文審査願（別記様式第６号）                        １部 
（６）博士論文                                   ４部 
（７）論文目録（別記様式第７号）                           ５部 
（８）論文内容要旨（別記様式第８号）                        ５部 
（９）主指導教員の推薦書（任意様式）                        １部 
（10）参考論文がある場合は当該論文                         ４部 
（11）学位論文公表承諾書（別記様式第１５号）又は 
学位論文限定公表申請書（別記様式第１６号）                    １部 

（12）学位論文が共著論文である場合は当該承諾書（別記様式第９号）           １部 
（13）学位論文が共著論文である場合は自己の担当部分についての報告書（任意様式）   ５部 
 

（論文博士の学位論文等の提出書類） 

第５条 学位審査要項第７３条の規定により、学位論文の審査を願い出る場合は、次の各号に掲げる

書類を提出するものとする。 
（１）申請資格審査願（別記様式第４号の２）                     １部 
（２）履歴書（別記様式第５号（課程博士と共通様式））                  １部 
（３）最終学歴の卒業（修了）証明書（各大学等の定める様式）             １部 
（４）研究歴証明書（任意様式）                           １部 
（５）外国語試問合格証明書（別記様式第３号）                    １部 
（６）学位申請書（別記様式第１１号）                        １部 
（７）博士論文                                   ４部 
（８）論文目録（別記様式第７号（課程博士と共通様式））               ５部 
（９）論文内容要旨（別記様式第８号（課程博士と共通様式））             ５部 
（10）主指導教員の推薦書（任意様式）                        １部 
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（11）参考論文がある場合は当該論文                         ４部 
（12）学位論文公表承諾書（別記様式第１５号）又は 
 学位論文限定公表申請書（別記様式第１６号）                    １部 
 
（13）学位論文が共著論文である場合は当該承諾書（別記様式第９号）          １部 

（14）学位論文が共著論文である場合は自己の担当部分についての報告書（任意様式）    ５部 

（15）学位論文審査手数料 

 

（論文博士の研究歴に関する事項） 

第６条 大学における医員としての期間は、学位審査要項第６５条第２項第１号に掲げる研究歴とし

てみなす。 

第７条 大学における医員（研修医）として、又は次の各号に掲げる施設において、当該研修期間が

１年を超えるときは、その超える期間について、前項に準じて取り扱うものとする。 

（１）厚生労働大臣の指定する臨床研修指定病院 

（２）前号に準ずると認められる施設 

第８条 学位審査要項第６５条第２項第４号に規定する「権威ある研究施設」とは、次の各号に掲げ

る研究施設とする。 

（１）理科系の国公私立大学及び国立大学附置研究所 

（２）文部科学省所轄の研究機関及び国立大学共同利用機関のうち山梨大学大学院医工農学総合教育

部博士課程医学工学融合領域人間環境医工学専攻生体環境学コース専門委員会（以下「生体環

境学コース専門委員会」という。）が認めた施設 

（３）厚生労働省の附属機関研究所及び附属センター等で生体環境学コース専門委員会が認めた施設 

（４）文部科学省科学研究費で科学研究を行う機関として、文部科学大臣の指定した医学関係機関の

うち生体環境学コース専門委員会が認めた施設 

（５）前各号と同等以上と生体環境学コース専門委員会が認めた研究機関（外国の大学及び研究機関

を含む。） 

 

（課程博士の在学期間短縮による修了の要件） 

第９条 山梨大学大学院学則第３９条に規定する「優れた研究業績を上げた者」とは、次の各号を満

たす者であること。 

（１）主論文は、広く世界に通用する雑誌に掲載又は受理されたものであり、その内容が学問的にも

価値が特に高いものであること。 

（２）その専門分野では確立した高い評価のある雑誌に投稿し受理されている論文を一編以上参考論

文として提出できる者，又は権威ある国際学会において特別講演、シンポジウム及びワークショ

ップで研究発表を行った者。 

（３）生体環境学コース専門委員会が、特に優れた研究業績を上げたと認めた者。 

 

（課程博士の論文審査等の結果報告に関する提出書類） 

第１０条 学位審査要項第３８条の規定により、博士論文審査等の結果の報告は、次の各号に掲げる

書類を提出するものとする。 

（１） 博士論文審査の結果の要旨（別記様式第１２号） 

（２） 最終試験の結果の要旨（別記様式第１３号） 

 

（論文博士の論文審査等の結果報告に関する提出書類） 

第１１条 学位審査要項第７８条の規定により、博士論文審査等の結果の報告は、次の各号に掲げる

書類を提出するものとする。 

（１） 博士論文審査の結果の要旨（別記様式第１２号（課程博士と共通様式）） １部 

（２） 専攻分野に関する学力の確認の結果の要旨（別記様式第１４号）    １部 

 

（学位の授与） 

第１２条 博士課程を修了する者に係る学位記の授与及び論文提出により学位の授与を申請する者

に係る学位記の授与は、３月、６月、９月及び１２月とする。 
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（その他の事項） 

第１３条 その他必要な事項は、生体環境学コース専門委員会の議を経て、生体環境学コース専門委

員会が定める。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 平成２８年３月３１日以前に山梨大学大学院医学工学総合教育部博士課程医学工学融合領域人

間環境医工学専攻生体環境学コースに入学し、引き続き在学する者については、従前の例による。 

３ 博士課程医学工学融合領域人間環境医工学専攻生体環境学コース学位審査実施細則は廃止する。 
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14 山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程人間環境医工学専攻生

体環境学コース長期履修学生制度細則 

 

制  定 平成２８年 ４月 １日 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は、山梨大学大学院学則（以下「学則」という。）第１９条の２の規定

に基づき、山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程人間環境医工学専攻・生体環境

学コース（以下「博士」という。）の長期履修学生について、必要な事項を定める。 

 

（対象学生） 

第２条 長期履修学生は、職業を有している等の理由により学則第１８条第４項に規定す

る標準修業年限（以下「標準修業年限」という。）を超え、一定の期間にわたり計画的

に教育課程を履修し、修了することを希望する者を対象とする。 

 

（長期履修期間） 

第３条 長期履修学生の履修期間は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）入学者のうち長期履修学生として認められた者については、標準修業年限を含めて

４年、５年又は６年とする。 

（２）在学途中から長期履修学生として認められた者については、標準修業年限の未修学

年数の２倍に相当する年数以内とする。 

（３）４月入学者は、４月から開始し、１０月入学者は、１０月から開始する。なお、学

年の途中から長期履修学生となることはできない。 

 

（申請の手続き） 

第４条 長期履修を希望する者は、次の各号に掲げる書類を学長に提出するものとする。 

（１）長期履修学生申請書（別紙様式１） 

（２）在職等証明書（様式は定めない） 

２ 申請書類の提出期間は、原則として次の各号に掲げる日までとする。 

（１）入学資格を有する者は、原則として入学手続き時に前項に規定する書類を提出する

ものとする。 

（２）在学生で希望する者のうち、４月入学者は長期履修開始前の２月末日、１０月入学

者は長期履修開始前の８月末日までとする。 

 

（長期履修期間の変更） 

第５条 許可された長期履修期間の延長又は短縮は１回限りとし、希望する者のうち、４

月入学者は適用前の２月末日、１０月入学者は適用前の８月末日までに、長期履修期間

変更申請書（別紙様式２）を学長に提出しなければならない。 

 

（在学年限） 

第６条 長期履修学生の在学年限は、許可された長期履修期間に３年を加えた年数を超え
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ることができない。 

 

（許可） 

第７条 長期履修の可否については、山梨大学大学院医工農学総合教育部教授会（以下「教

育部教授会」という。）の議を経て、学長が決定する。 

 

（授業料の額） 

第８条 長期履修学生の授業料の年額は、次の各号のとおりとする。 

（１）履修期間４年 国立大学法人山梨大学授業料等に関する規程（以下「授業料等に関 

する規程」という。）に定める年額の４分の３ 

（２）履修期間５年 授業料等に関する規程に定める年額の５分の３ 

（３）履修期間６年 授業料等に関する規程に定める年額の６分の３ 

（４）長期履修期間を終了した後、なお在学する者は授業料等に関する規程に定める年額 

（５）10円未満の端数がある場合は、これを切り上げる。 

２ 第５条の規定により長期履修期間の短縮を認めたときは、本来納付すべき授業料の総

額から既に納付済みの授業料の合計額を差引いた金額を、最終履修年度に徴収するもの

とする。 

３ 長期履修学生が退学するときは、本来納付すべき授業料の総額から既に納付済みの授

業料の合計額を差引いた金額を、退学時に徴収するものとする。 

 

（資格の喪失） 

第９条 長期履修学生としての資格を喪失した場合は、速やかにその旨を学長に申し出な

ければならない。 

 

（雑則） 

第１０条 この細則に定めるもののほか、長期履修学生について必要な事項は、教育部教

授会が別に定める。 

 

附 則 

１ この細則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、平成２８年３月３１日以前に山梨大学大学院医学工学総

合教育部に入学し、引き続き在学する者については、従前の例による。 

３ 山梨大学大学院医学工学総合教育部博士課程人間環境医工学専攻・生体環境学コー

ス長期履修学生制度要項（平成１９年４月１日制定）は廃止する。 
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別紙様式１ 

 

山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程人間環境医工学専攻・ 

生体環境学コース長期履修申請書 

 

 

 

 

山 梨 大 学 長 殿  

 

（申請者） 

専 攻 名              

学籍番号              

氏  名              

 

下記により、長期履修を申請します。  

 

 

１ 長期履修を必要とする理由  

 

 

 

 

 

 

２ 指導教員の意見  

 

 

 

 

 

指導教員氏名             印 

 

 

３ 長期履修の期間 

平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日（   年間） 

（入学者は、標準修業年限を含め、４年・５年又は６年間とする。） 

（在学者は、標準修業年限の未修学年数の２倍に相当する年数内とする。） 
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別紙様式２ 

 

山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程人間環境医工学専攻・ 

生体環境学コース長期履修期間変更申請書 

 

 

 

山 梨 大 学 長 殿  

 

（申請者） 

専 攻 名              

学籍番号              

氏  名              

 

下記により、長期履修の期間変更（ 延長 ・ 短縮 ）を申請します。 

 

 

１ 長期履修の期間変更を必要とする理由  

 

 

 

 

 

 

２ 指導教員の意見  

 

 

 

 

 

指導教員氏名             印 

 

３ 当初認定された長期履修期間  

平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日（   年間） 

 

４ 変更予定の長期履修期間  

平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日（   年間） 
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15 山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程医学領域学位論文審査

要項 
 

制  定 平成２８年 ４月 １日 

 

１ 総  則 

（目的） 

第１条 この要項は、山梨大学学位細則（以下「学位細則」という。）及び山梨大学大学院医工農

学総合教育部細則（以下「教育部細則」という。）に定めるもののほか、博士課程先進医療科学

専攻及び生体制御学専攻の学位審査等について、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

２ 課程修了による博士の学位 

 

（学位審査の申請資格等） 

第２条 学位審査の申請は、所定の提出日において、山梨大学大学院学則（以下「大学院学則」と

いう。）第３８条に定める修了要件を、当該提出日に対応する修了日までに、具備できる見込み

のある者でなければならない。 

 

（申請資格の審査） 

第３条 博士課程医学領域委員会において、次の各号に掲げる事項を審査する。 

（１） 在学年数 

（２） 単位修得状況 

（３） その他 

 

（学位論文） 

第４条 学位論文は、原則として、単著とする。ただし、次の各号の条件を満たすものであれば、

共著の場合であっても差し支えない。 

（１）  学位論文の提出者が筆頭の著者であること。 

（２） 他の共著者から当該論文を学位論文として使用しても差し支えない旨の確約が得られて

いること。 

（３） 他の共著者から当該論文を学位論文として学位授与の申請に使用しない旨の確約が得ら

れていること。 

（４） 学位論文の提出者が、その研究において、自ら担当した部分を明記した和文または英文に

よる論文形式によって書かれた報告書を作成して、研究及び学位論文作成において中心的な

役割を果たしたことを明確にすること。 

２ 前項第１号に規定する筆頭者には、共著論文における著者名がアルファベット順等特定の配列

が規定された学術誌の場合にあっては、学位申請者が主たる研究者であることを示す他の共著者

の承諾書（別記様式第６号）がある者とする。 

３ 学位論文は、次の各号のいずれかとする。ただし、第２号の場合においては当該雑誌掲載受理

証明書を添付すれば、投稿論文の原稿をもって代えることができる。 

（１） 未印刷公表の論文原稿 

（２） レフリー制の学術雑誌に掲載された論文別刷り 

 

（学位論文等の提出） 

第５条 学位論文の審査を願い出る者は、次の各号に掲げる書類を指導教員の承認を得て、医工農

学総合教育部長（以下「教育部長」という。）に提出するものとする。 

（１）申請資格審査願（別記様式第１号の１）                    １部 

（２）履歴書（別記様式第２号）                          １部 

（３）在学証明書                                 １部 

（４）成績証明書                                 １部 

（５）博士論文審査願（別記様式第３号）                      １部 
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（６）博士論文                                  ４部 

（７）論文目録（別記様式第４号）                         ５部 

（８）論文内容要旨（別記様式第５号）                       ５部 

（９）主指導教員の推薦書                             １部 

（10）参考論文がある場合は当該論文                        ４部 

（11）学位論文公表承諾書（別記様式第１４号） 又は 

学位論文限定公表申請書（別記様式第１５号）                 １部 

（12）学位論文が共著論文である場合は当該承諾書（別記様式第６号）         １部 

（13）学位論文が共著論文である場合は自己の担当部分についての報告書        ５部 

２ 学位論文等の提出期限は、次の各号のいずれかとする。 

（１）３月修了の場合 １１月末日 

（２）９月修了の場合  ５月末日 

（３）上記以外の修了の場合 随時 

３ 教育部長は、学位論文等を受け付けたときは、その旨を博士課程医学領域委員会委員長に通知

する。 

４ 同条２項に定める日が休日に当るときは、その前日を提出期限とする。 

 

（論文審査委員会の設置及び論文審査委員の選出） 

第６条 教育部長は、受理した学位論文の審査を山梨大学大学院医工農学総合教育部教授会（以下、

「教授会」という。）に付託する。教授会は、申請者ごとに論文審査委員会を設けて審査する。 

２ 博士課程医学領域委員会委員長は、前条第３項の通知に基づき、論文審査委員会の委員候補者

として、医工農学総合教育部博士課程の専任教員のうちから、当該学位論文に係る指導教員以外

の教授１人以上を含む３人選出する。 

ただし、学位論文の審査のため必要があるときは、委員候補者に１人を限度として、他の研究

科、他の大学院又は研究所等の教員等を含むことができる。 

３ 博士課程医学領域委員会委員長は、委員候補者を博士課程医学領域委員会に報告する。 

４ 博士課程医学領域委員会は、前項の報告に基づいて審議し、その結果を教授会に提案する。 

５ 教授会は、前項の提案に基づき、論文審査委員を決定する。この場合において、論文審査委員

の中に他の研究科等の教員等を含むときは、その教員等の資格を教授会が判定するものとする。 

 

（論文審査委員会委員長） 

第７条 教育部長は、教授会の議を経て、論文審査委員のうちから委員長を指名する。この場合に

おいて、委員長には、当該学位論文に係る指導教員以外の医工農学総合教育部博士課程の専任教

授をもって充てるものとする。 

 

（学位論文の評価基準) 

第７条の２ 次の各号の評価基準に基づき学位論文を審査する。 

（１）論文のテーマの設定 

論文のテーマが、学術的意義、新規性及び当該分野に関する貢献を有するよう適切に設定

されていること。 

（２）論文の論理性 

   研究成果が論文のテーマに沿っており、論理の一貫性が保たれていること。 

（３）論文の記述と構成 

   論文の記述と構成が適切かつ体系的であり、その研究結果の分析と考察が整合性を持 つ

こと。 

（４）研究の倫理 

国の倫理指針の対象となる研究については、該当する指針に基づいて実施されていること。

論文が捏造、改ざんのない公正なデータに基づき作成されていること。他者の論文等からの

剽窃がないこと。 

 

（最終試験の通知） 

第８条 論文審査委員会は、学位細則第１１条に規定する最終試験を行う場合は、実施日の１４日
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前までに本人に通知するものとする。 

 

（学位論文公聴会） 

第９条 論文審査委員会は、学位論文公聴会を公開で行うものとし、実施時期は原則として博士論

文審査前とする。 

 

（博士論文審査等の結果の報告） 

第１０条 論文審査委員会委員長は、博士論文審査等の結果を以下の書類により、教授会に報告す

る。 

（１） 博士論文審査の結果の要旨（別記様式第７号） 

（２） 最終試験の結果の要旨（別記様式第８号） 

 

（学位授与の判定） 

第１１条 教授会は前条の報告に基づき、学位授与の可否について、審議し、教育部長に報告する。 

 

（学位論文の公表） 

第１２条 学位細則第２１条の規定に基づく博士論文の公表は、博士の学位を授与された日から１

年以内に、当該博士の学位の授与に係る論文の全文を公表するものとし、公表にあたっては、イ

ンターネットにより行うことを原則とする。 

ただし、やむを得ない事由がある場合には、学長の承認を受けて、当該博士の学位の授与に係

る論文の全文に代えてその内容を要約したものを公表することができる。 

 

３ 課程修了によらない学位 

 

（論文提出による学位の申請資格等） 

第１３条 学位細則第３条第５項の規定により学位の授与を申請することのできる者は、博士課程

の入学資格の有無にかかわらず、次の各号の一に該当する研究歴を有し、かつ、外国語に関する

学力を確認するために行う外国語試問に合格した者とする。 

（１） 大学の医学部又は歯学部を卒業した者で、基礎医学においては５年以上、臨床医学におい

て 

は６年以上の研究歴を有する者 

（２） 大学の医学部又は歯学部以外の学部（短期大学を除く。）を卒業した者で、基礎医学におい

ては７年以上、臨床医学においては８年以上の研究歴を有する者 

（３） 博士課程医学領域委員会が前各号と同等以上と認めた者 

２ 前項に規定する研究歴とは、次に掲げるものとする。 

（１） 大学の専任職員として医学とかかわりの深い研究に従事した期間 

（２） 大学院の医学とかかわりの深い研究科等に在学した期間 

（３） 大学院の研究生として医学とかかわりの深い研究に従事した期間 

（４） 権威ある研究施設において、専任職員として研究に従事した期間 

（５） 博士課程医学領域委員会が前各号と同等以上と認めた期間 

３ 前２項により研究歴を算定する場合は、本学における研究歴を２年以上必要とする。 

 

（申請資格の審査） 

第１４条 博士課程医学領域委員会において、次の各号に掲げる事項を審査する。 

（１） 研究歴 

（２） 外国語試問合格の有無 

（３） その他 

 

（外国語試問） 

第１５条 外国語に関する学力の確認のために行う外国語試問の日時、場所その他必要な事項につ

いては、博士課程医学領域委員会が定めるものとする。 

２ 博士課程医学領域委員会委員長は、前項により試問の日時、場所その他必要な事項について定
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めたときは、試問実施日の１月前に公示し、当該実施日まで公示するものとする。 

３ 外国語試問は、大学院入学試験における外国語試問を活用することができる。 

第１６条 外国語試問を受けようとする者は、外国語試問受験願（別記様式第９号）を医学域学務

課に提出するものとする。この場合において、指導教員の指導又は博士論文を紹介する教員の推

薦がある者については、当該教員の承諾を得た上で提出するものとする。 

第１７条 外国語試問合格者には、外国語試問合格証明書（別記様式第１０号）を交付する。 

 

（退学者の取扱い） 

第１８条 博士課程の先進医療科学専攻及び生体制御学専攻に４年以上在学し、所定の単位を修得

して退学した者が、再入学しないで論文提出による学位の審査を願い出たときは、学位細則第３

条第５項の規定により学位の授与を申請したものとして取り扱う。 

 

（外国語試問の免除） 

第１９条 前条の願出が退学後３年以内である場合に限り、外国語試問を免除することができる。 

 

（学位論文） 

第２０条 第４条の規定を準用する。 

 

（学位論文等の提出） 

第２１条 学位論文の審査を願い出る者は、次の各号に掲げる書類を指導教員又は博士論文を紹介

する教員の承認を得て、教育部長に提出するものとする。 

（１）申請資格審査願（別記様式第１号の２）                     １部 

（２）履歴書（別記様式第２号）                           １部 

（３）最終学歴の卒業（修了）証明書                         １部 

（４）研究歴証明書                                 １部 

（５）外国語試問合格証明書（別記様式第１０号）                   １部 

（６）学位申請書（別記様式第１２号）                        １部 

（７）博士論文                                   ４部 

（８）論文目録（別記様式第４号）                          ５部 

（９）論文内容要旨（別記様式第５号）                        ５部 

（10）主指導教員の推薦書                              １部 

（11）参考論文がある場合は当該論文                         ５部 

（12）学位論文公表承諾書（別記様式第１４号） 又は 

学位論文限定公表申請書（別記様式第１５号）                 １部 

（13）学位論文が共著論文である場合は当該承諾書（別記様式第６号）          １部 

（14）学位論文が共著論文である場合は自己の担当部分についての報告書         ５部 

（15）学位論文審査手数料 

２ 学位論文等の提出の受付は随時とする。 

３ 教育部長は、学位論文等を受け付けたときは、その旨を博士課程医学領域委員会委員長に通知

する。 

 

（論文審査委員会の設置及び論文審査委員の選出） 

第２２条 教育部長は、受理した学位論文の審査を教授会に付託する。教授会は、申請者ごとに論

文審査委員会を設けて審査する。 

２ 博士課程医学領域委員会委員長は、前条第３項の通知に基づき、論文審査委員会の委員候補者

として、指導教員若しくは博士論文を紹介した教員以外の医工農学総合教育部博士課程の専任教

員を３人選出する。 

ただし、学位論文の審査のため必要があるときは、委員候補者に１人を限度として、他の研究

科、他の大学院又は研究所等の教員等を含むことができる。 

３ 博士課程医学領域委員会委員長は、委員候補者を博士課程医学領域委員会に報告する。 

４ 博士課程医学領域委員会は、前項の報告に基づいて審議し、その結果を教授会に提案する。 

５ 教授会は、前項の提案に基づき、論文審査委員を決定する。この場合において、論文審査委員
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の中に他の研究科等の教員等を含むときは、その教員等の資格を教授会が判定するものとする。 

 

（論文審査委員会委員長） 

第２３条 第７条の規定を準用する。 

 

（学位論文の評価基準) 

第２３条の２ 第７条の２の規定を準用する。 

 

（学力の確認の通知） 

第２４条 論文審査委員会は、学位細則第１２条に規定する学力の確認を行う場合は、実施日の１

４日前までに本人に通知するものとする。 

 

（学位論文公聴会） 

第２５条 第９条の規定を準用する。 

 

（博士論文審査等の結果の報告） 

第２６条 論文審査委員会委員長は、博士論文審査等の結果を以下の書類により、教授会に報告す

る。 

（１） 博士論文審査の結果の要旨（別記様式第７号） 

（２） 専攻分野に関する学力の確認の結果の要旨（別記様式第１３号） 

 

（学位授与の判定） 

第２７条 教授会は、前条の報告に基づき、学位授与の可否について、審議し、教育部長に報告す

る。 

 

（博士論文の公表） 

第２８条 第１２条の規定を準用する。 

 

４ その他 

（その他の事項） 

第２９条 その他必要な事項は、博士課程医学領域委員会の議を経て、博士課程医学領域委員会が

定める。 

 

 

附 則 

１ この要項は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に山梨大学大学院医学工学総合教育部に在学する者につい

ては、従前の例による。 

３ 博士課程医学領域学位論文審査要項（平成平成１６年４月１日制定）は廃止する。 
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16 山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程医学領域学位審査実施

要領 
 

制  定 平成２８年 ４月 １日 

（目的） 

第１条 この要領は、山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程医学領域学位審査要項（以下「学

位審査要項」という。）に定めるもののほか、学位審査等について、必要な事項を定めることを

目的とする。 

 

（論文博士の研究歴に関する事項） 

第２条 大学における医員としての期間は、学位審査要項第１３条第２項第１号に掲げる研究歴と

してみなす。 

第３条 大学における医員（研修医）として又は次の各号に掲げる施設において、当該研修期間が

１年を超えるときは、その超える期間について、前項に準じて取り扱うものとする。 

（１） 厚生労働大臣の指定する臨床研修指定病院 

（２） 前号に準ずると認められる施設 

第４条 学位審査要項第１３条第２項第４号に規定する「権威ある研究施設」とは、次の各号に掲

げる研究施設とする。 

（１） 理科系の国公私立大学及び国立大学附置研究所 

（２） 文部科学省所轄の研究機関及び国立大学共同利用機関のうち博士課程医学領域委員会が認

めた施設 

（３） 厚生労働省の附属機関研究所及び附属センター等で博士課程医学領域委員会が認めた施設 

（４） 文部科学省科学研究費で科学研究を行う機関として、文部科学大臣の指定した医学関係機

関のうち博士課程医学領域委員会が認めた施設 

（５） 前各号と同等以上と博士課程医学領域委員会が認めた研究機関（外国の大学及び研究機関

を含む。） 

 

（課程博士の在学期間短縮による修了の要件） 

第５条 山梨大学大学院学則第３８条に規定する「優れた研究業績を上げた者」とは、次の各号を

満たす者であること。 

（１）主論文は、広く世界に通用する雑誌に掲載又は受理されたものであり、その内容が学問的に

も価値が特に高いものであること。 

（２）その専門分野では確立した高い評価のある雑誌に投稿し受理されている論文を一編以上参考

論文として提出できる者又は権威ある国際学会において特別講演、シンポジウム及びワークシ

ョップで研究発表を行った者。 

（３）博士課程医学領域委員会が、特に優れた研究業績を上げたと認めた者。 

 

（学位の授与） 

第６条 博士課程を修了する者に係る学位記の授与及び論文提出により学位の授与を申請する者

に係る学位記の授与は、３月、６月、９月及び１２月とする。 

 

（その他の事項） 

第７条 その他必要な事項は、博士課程医学領域委員会の議を経て、博士課程医学領域委員会が定

める。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２８年４月１日から実施する。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に山梨大学大学院医学工学総合教育部に在学する者につい

ては、従前の例による。 

３ 博士課程医学領域学位論文審査実施細則は廃止する。 
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17 山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程医学領域先進医療科学

専攻・生体制御学専攻長期履修学生制度細則 

 

制  定 平成２８年 ４月 １日 

（趣旨） 

第１条 この細則は、山梨大学大学院学則（以下「学則」という。）第１９条の２の規定

に基づき、山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程医学領域先進医療科学専攻・生

体制御学専攻（以下「博士」という。）の長期履修学生について、必要な事項を定める。 

 

（対象学生） 

第２条 長期履修学生は、職業を有している等の理由により学則第１８条第３項に規定す

る標準修業年限（以下「標準修業年限」という。）を超え、一定の期間にわたり計画的

に教育課程を履修し、修了することを希望する者を対象とする。 

 

（長期履修期間） 

第３条 長期履修学生の履修期間は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）入学者のうち長期履修学生として認められた者については、標準修業年限を含めて

５年、６年、７年又は８年とする。 

（２）在学途中から長期履修学生として認められた者については、標準修業年限の未修学

年数の２倍に相当する年数以内とする。 

（３）４月入学者は、４月から開始し、１０月入学者は、１０月から開始する。 

なお、学年の途中から長期履修学生となることはできない。 

 

（申請の手続き） 

第４条 長期履修を希望する者は、次の各号に掲げる書類を学長に提出するものとする。 

（１）長期履修学生申請書（別紙様式１） 

（２）在職等証明書（様式は定めない） 

２ 申請書類の提出期間は、原則として次の各号に掲げる日までとする。 

（１）入学資格を有する者は、原則として入学手続き時に前項に規定する書類を提出する

ものとする。 

（２）在学生で希望する者のうち、４月入学者は長期履修開始前の２月末日、１０月入学

者は長期履修開始前の８月末日までとする。 

 

（長期履修期間の変更） 

第５条 許可された長期履修期間の延長又は短縮は１回限りとし、希望する者のうち、４

月入学者は適用前の２月末日、１０月入学者は適用前の８月末日までに、長期履修期間

変更申請書（別紙様式２）を学長に提出しなければならない。 

（在学年限） 

第６条 長期履修学生の在学年限は、許可された長期履修期間に４年を加えた年数を超え

ることができない。 
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（許可） 

第７条 長期履修の可否については、山梨大学大学院医工農学総合教育部教授会（以下「教

育部教授会」という。）の議を経て、学長が決定する。 

 

（授業料の額） 

第８条 長期履修学生の授業料の年額は、次の各号のとおりとする。 

（１）履修期間５年 国立大学法人山梨大学授業料等に関する規程（以下「授業料等に関 

する規程」という。）に定める年額の５分の４ 

（２）履修期間６年 授業料等に関する規程に定める年額の６分の４ 

（３）履修期間７年 授業料等に関する規程に定める年額の７分の４ 

（４）履修期間８年 授業料等に関する規程に定める年額の８分の４ 

（５）長期履修期間を終了した後、なお在学する者は授業料等に関する規程に定める年額 

（６）10円未満の端数がある場合は、これを切り上げる。 

２ 第５条の規定により長期履修期間の短縮を認めたときは、本来納付すべき授業料の総

額から既に納付済みの授業料の合計額を差引いた金額を、最終履修年度に徴収するもの

とする。 

３ 長期履修学生が退学するときは、本来納付すべき授業料の総額から既に納付済みの授

業料の合計額を差引いた金額を、退学時に徴収するものとする。 

 

（資格の喪失） 

第９条 長期履修学生としての資格を喪失した場合は、速やかにその旨を学長に申し出な

ければならない。 

 

（雑則） 

第１０条 この細則に定めるもののほか、長期履修学生について必要な事項は、教育部教

授会が別に定める。 

 

附 則 

１ この細則は、平成２８年４月１日から実施する。 

２ 前項の規定にかかわらず、平成２８年３月３１日以前に山梨大学大学院医学工学総

合教育部に入学し、引き続き在学する者については、従前の例による。 

３ 山梨大学大学院医学工学総合教育部博士課程医学領域先進医療科学専攻・生体制御

学専攻長期履修学生制度要項（平成１９年４月１日制定）は廃止する。 
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別紙様式１ 

 

山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程医学領域 

先進医療科学専攻・生体制御学専攻長期履修申請書 

 

 

 

 

山 梨 大 学 長 殿  

 

（申請者） 

専 攻 名              

学籍番号              

氏  名              

 

下記により、長期履修を申請します。  

 

 

１ 長期履修を必要とする理由  

 

 

 

 

 

 

２ 指導教員の意見  

 

 

 

 

 

指導教員氏名             印 

 

 

３ 長期履修の期間 

平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日（   年間） 

（入学者は、標準修業年限を含め、５年・６年・７年又は８年間とする。） 

（在学者は、標準修業年限の未就学年数の２倍に相当する年数内とする。） 
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別紙様式２ 

 

山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程医学領域 

先進医療科学専攻・生体制御学専攻長期履修期間変更申請書 

 

 

 

山 梨 大 学 長 殿  

 

（申請者） 

専  攻              

学籍番号              

氏  名              

 

下記により、長期履修の期間変更（ 延長 ・ 短縮 ）を申請します。 

 

 

１ 長期履修の期間変更を必要とする理由  

 

 

 

 

 

 

２ 指導教員の意見  

 

 

 

 

 

指導教員氏名             印 

 

３ 当初認定された長期履修期間  

平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日（   年間） 

 

４ 変更予定の長期履修期間  

平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日（   年間） 


